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V. MDGs 達成状況  

大洋州地域における各国の MDG 報告書では、収入及び貧困について大きなギャップが

あり、特に地方や遠隔地域でサービスの質及び供給範囲を改善することが重要と指摘され

ている。バヌアツ、ソロモン諸島については、保健サービスと情報システムが不十分であ

り、十分な家族計画や産後のケアができていないとされている。さらに MDG の 4、5、6

に関する進捗状況は相互に関係している。さらに、生活習慣病が急速な広まりがみられ、

2010年には自然死を迎えた 6万 3,900人の成人のうち約 75％の死因が生活習慣病に起因す

るとされている。大洋州地域は、世界の中でも肥満と糖尿病が極めて多い地域となってい

る122。 

図表 92 MDG スコアカード 

 

（出所）UNDPPC, Annual Report 2011 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/UNDPPC_Annual_Report_2011.pdf （2013/1/15 アクセ

ス） 

 

                                                  
122 UNDPPC, Annual Report 2011, p.9 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/UNDPPC_Annual_Report_2011.pdf （2013/1/15 アク

セス） 
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パプア・ニューギニア、ナウル、ソロモン諸島を除く大多数の大洋州の国々は MDG2 の

達成が難しい状況である。MDG2 については、ポリネシア地域は進捗しているが、その他

の地域ではフィジーとパラオのみが目標達成が見込める。他方で、大洋州地域では中等教

育及び高等教育の就学率は大幅に減少している。また、教育を含む基礎サービスの供給に

おいて国内における地域格差が極めて高く、地方や遠隔島嶼地域へのサービス提供は大洋

州地域の全ての国々にとって大きな課題となっている。さらに、指数そのものは順調な進

捗をみせていても、教育の質は主要な懸念事項となっている123。 

 

(1) 大洋州地域 

大洋州地域の国々の経済成長は低く、2009 年は、2.3％、2010 年で 3.7％である。また、

データは不十分であるが、各国内、さらに大洋州地域の国同士で貧困や不平等な状況が生

じていると推定されている。これまでの政策が期待した成果を生まなかったということを

大洋州地域の国々は認識しているが、依然として限られた資源の中でバランスを取りなが

ら、国家の優先事項を実行していくことが難しい状況である。こうした状況を背景に大洋

州地域は、MDGs を政策の中心的目標とし、必要な場合は MDGs の目標をそれぞれの国家

の状況に合わせて変更して、国家戦略の中に目標や指標として組み込むようになってきて

いる124。 

 

(2) バヌアツ 

MDGの達成状況を正確に把握するためには信頼のおける社会経済データの収集が必要で

ある。バヌアツの統計局では統計収集の質、時宜、範囲を改善するための努力が行われて

いるが、さらなる能力強化が必要である。特に、HIV/AIDS、乳幼児死亡率、妊産婦死亡率、

安全な水へのアクセス、さらに貧困に関するデータを可能であればジェンダー毎に収集す

ることが重要である125。 

                                                  
123 UNDPPC, Annual Report 2011, p.9 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/UNDPPC_Annual_Report_2011.pdf （2013/1/15 アク

セス） 
124 PIFS (2010) 2010 Pacific Regional MDGs Tracking Report, pp.8-9 
http://www.forumsec.org.fj/resources/uploads/attachments/documents/PIFS_MDG_TR_20101.pdf 

（2013/1/15 アクセス） 
125 Government of Vanuatu, Republic of Vanuatu Millennium Development Goals Report, 2011 

www.governmentofvanuatu.gov.vu/ （2013/1/15 アクセス） 
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図表 93 MDG 1.A 進捗状況（2000 年、2006 年） 

 
（出所）Vanuatu (2010) Millennium Development Goal Report, p.2. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Vanu

atu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

図表 94 MDG 1.B 進捗状況（2000 年、2010 年） 

 

（出所）Vanuatu (2010) Millennium Development Goal Report, p.7. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Vanu

atu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 95 MDG 1.C 進捗状況（2000 年、2010 年） 

 
（出所）Vanuatu (2010)  Millennium Development Goal Report, p.13. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Vanu

atu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

図表 96 MDG 2.A 進捗状況（2000 年、2010 年） 

 

（出所）Vanuatu (2010) Millennium Development Goal Report, p.20. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Vanu

atu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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(3) ソロモン諸島 

MDG レポートは、MDG 達成のための現地のオーナーシップが向上したのか、地方のレ

ベルで何らかの進歩があったのかどうか不明確であり、地方のレベルでのコミットメント

は不十分であり、データが不十分と指摘している126。 

貧困削減についても、データが不十分であり、極度の貧困と飢餓の削減については、達

成が難しいと考えられている。しかし、ソロモン諸島における貧困の多くは、現金がない

ことによる貧困であると推測されている127。 

                                                  
126 UNDP, Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.54 

http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 
127 同書, p.18 
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図表 97 ソロモン諸島 MDG 1 進捗状況（1990 年、2000 年、2010 年） 

 

 

（出所）UNDP, Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.58. 

http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(4) フィジー 

2004 年の MDG レポートでは、2015 年までにフィジーが 8 つの目標のうち、6 つについ

ては目標を達成する可能性が高いとしていた。しかし、2010 年の MDG レポートでは、達
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成可能な目標として目標 2、目標 4、目標 5、目標 7、目標 8 をあげている。そして、達成

が難しい目標として、目標 1、目標 3、目標 6 が挙げられている。 

目標 1 の達成が難しい理由として、貧困削減は開発計画に組み込まれていたものの、政

治的不安定が原因で実施環境が整っていなかったことが指摘されている。そのため、必要

な民間投資を誘致することができず、移民による人材流出が発生、輸出も刺激されず、政

府は雇用を創出できなかった。これらの脆弱性が貧困を増大させ、1990 年の 25％から

2008 年には 40％に増大した128。 

 

図表 98 フィジーMDG 目標 1 達成状況 

                                                  
128 Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 Report for 

the Fiji Islands, p.69 
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Fiji/Fiji-MDG
%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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（出所）Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 

Report for the Fiji Islands, p.12. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Fiji/Fiji-MDG

%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

初等教育に関する MDG の目標 2 は、フィジーはすでに達成している。 
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図表 99 フィジーMDG 目標 2 達成状況 

 

（出所）Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 

Report for the Fiji Islands, p.21 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Fiji/Fiji-MDG

%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

目標 3 については、初等教育及び中等教育の男女平等は達成できているものの、意思決

定及び労働分野における女性のエンパワーメントについては大きく遅れをとっている129。 

                                                  
129 Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 Report for 

the Fiji Islands, p.69  
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図表 100 フィジーMDG 目標 3 達成状況 

 

（出所）Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 

Report for the Fiji Islands, p.27 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Fiji/Fiji-MDG

%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

目標 4 及び 5 については達成可能と予測できるが、保健のインフラ整備の財源が不足し

ており、専門分野における保健人材も不足している。そのため、2015 年までに目標を達成

するには、より強力な保健プログラムを設置し、法律を制定する必要がある130。 

目標6、HIV/AIDSについては、HIV/AIDSの感染報告数が増大している。対策プログラム

などが HIV/AIDS の拡大を防ぐと考えられるものの、データも不足しており、この拡大傾

向が 2015 年までに逆転するかは不明である131。 

 
                                                  
130 Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 Report for 

the Fiji Islands, p.69  
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Fiji/Fiji-MDG
%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

131 同上, p.70 
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(5) サモア 

サモアでは、目標 1 の極貧と飢餓の撲滅に関しては、食料貧困の割合は低く、目標を達

成する見込みであるが、ベーシック・ニーズ貧困線（BNPL）を基準とした貧困削減につい

ては、目標を達成できないとの指摘がなされている。初等教育の完全普及に関しては、目

標達成が見込まれているが、若年層の識字率が、2003 年の 99.5％から 2006 年には 75.1％

に低下するなど、識字について懸念が示されている。ジェンダー平等推進と女性の地位向

上に関しては、女児の教育目標については達成見込みであるが、女児と男児の就学率につ

いて男児の就学状況が懸念されている。また女性のエンパワーメント目標について、達成

が懸念されている。乳幼児死亡率の削減については、5 歳未満の乳幼児死亡率の目標は達成

が見込まれているが、予防接種目標については達成が懸念される状況にある。妊産婦の健

康の改善に関しては、妊産婦死亡率は、目標達成が見込まれるが、リプロダクティブ・ヘ

ルスについては、達成が懸念される状況にある。HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓

延の防止に関しては、HIV / エイズの治療への普遍的アクセスの実現は目標達成が見込まれ

る一方、HIV の蔓延予防やマラリア及びその他の主要な疾病の発生に関する目標については、

達成が危ぶまれる状況にあるとされている132。 

                                                  
132 UNDP (2010) Government of Samoa Millennium Development Goals Second progress report 2010, 

pp.5-6, http://www.mof.gov.ws/Portals/195/Services/Aid%20Coordination/mdg_report.pdf （2013/1/15
アクセス） 
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図表 101 サモア MDG 目標達成状況 
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（出所）UNDP (2010) Government of Samoa Millennium Development Goals Second progress report 2010, 

pp.6-7, http://www.mof.gov.ws/Portals/195/Services/Aid%20Coordination/mdg_report.pdf （2013/1/15 ア

クセス） 
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(6) トンガ 

MDGs の達成見通しについて、トンガにおいてはいわゆる極度の貧困が存在しないとい

うことを背景に、第一目標の貧困削減に関しては達成が見込まれている。 

教育に関しては、トンガ政府は熱心に取り組んでおり、トンガにおいては初等教育が無

料であり、普及が進んでいる。教育分野の今後の課題は、質のよい中等教育へのアクセス、

さらに教育の成果を雇用に結び付けていくことである133。 

乳幼児死亡率、さらに妊産婦死亡率に関しても目標達成が見込まれている。 

                                                  
133 Ministry of Finance and National Planning (2010) 2nd National Millennium Development Goals Report, 

p.22. http://www.finance.gov.to/sites/default/files/Tonga%202nd%20MDG%20Report.pdf （2013/1/15
アクセス） 
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図表 102 トンガ MDGs 達成状況（2010 年） 

 

（出所）Ministry of Finance and National Planning (2010) 2nd National Millennium Development Goals 

Report http://www.finance.gov.to/sites/default/files/Tonga%202nd%20MDG%20Report.pdf （2013/1/15

アクセス） 
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(7) キリバス 

乳児死亡率も大きく減少し、この状況が続けば MDG を達成すると見込まれる。しかし、

データが不十分であることもあり、達成ができるかどうかはまだ不確定である134。 

MDGの中で、進捗が芳しくない目標は、ジェンダー間の平等である。教育機会の平等に

ついては改善が見られるが、女子の初等教育への出席率と男子の中等教育からの退学率に

ついては今後の取り組みが必要である。サウスタラワ及びベチオ（Betio）においては、多

くの子供、特に女子が学校に行かずに、家計のために労働している状況である135。 

図表 103 キリバス MDGs 達成見通し 

 

（出所）Government of Kiribati (2007) Millennium Development Goals, p.2 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Kiribati/Kiribat

i_MDG_2007.eng.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

 

                                                  
134 Government of Kiribati (2012) Kiribati Development Plan 2012-2015, p.14 
http://www.ausaid.gov.au/countries/pacific/kiribati/Documents/kiribati-development-plan-2012-2015.pdf 

（2013/1/15 アクセス） 
135 同書, p.19 
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(8) ツバル 

ツバルの国家戦略（NSSD）は MDGs を組み込んでいるが、ツバルの開発課題が必ずし

も MDGs とは簡単に適合しないと指摘している。たとえば、ツバルのように人口が少ない

国においては、統計上 MDG 指標を機能させることが難しい136。 

次の表は、ツバルにおける MDGs 達成見通しを示したものである。貧困削減については、

目標達成は困難との見通しが示されている137。 

図表 104 ツバル MDGs 達成見通し（2006 年、2010 年） 

 

（出所）Tuvalu Millennium Development Goals Progress Report 2010-2011, p.5 

http://www.undp.org.fj/pdf/MDG%20Report/MDG(tuvalu)%20web.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(9) ミクロネシア 

ミクロネシアにおける MDG は多くのターゲットが達成困難となっている。 

                                                  
136 Tuvalu (2005) National Strategy for Sustainable Development:2005-2015, p.9 
http://www.sprep.org/att/IRC/eCOPIES/Countries/Tuvalu/42.pdf （2013/1/15 アクセス） 
137 Tuvalu Millennium Development Goals Progress Report 2010-2011, p.18 
http://www.undp.org.fj/pdf/MDG%20Report/MDG(tuvalu)%20web.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 105 ミクロネシア MDG 達成見通し 
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（出所）Federated States of Micronesia (2010) Millennium Development Goals & The Federated States of 

Micronesia Status Report 2010, pp.3-4 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Micronesia/F

SM_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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特に、貧困削減に関する目標の指標については、1998 年から 2005 年の間で、数値があ

まり改善していない。 

図表 106 ミクロネシア MDG の目標 1 達成状況 

 
（出所）Federated States of Micronesia (2010) Millennium Development Goals & The Federated States of 

Micronesia Status Report 2010, p.12 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Micronesia/F

SM_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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(10) マーシャル諸島 

次の図表は 2009 年時点でのマーシャル諸島の MDG 達成見通し状況を示している。達成

が見込める目標は目標 2、4、5 である。貧困削減の目標 1 については、のマーシャル諸島

においては極貧はないと推定されるものの、所得や雇用にかかわる指標からは貧困や飢餓

が増加しつつあるようであり、貧困削減達成見通しは不確定な状況となっている。 

図表 107 マーシャル諸島 MDG 達成状況（2009 年） 

 

（出所）Marshall islands, Millennium Development Goals Progress Report 2009, p.9  

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Marshall%20I

slands/Marshall%20Islands%20MDG%20Report%202009.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(11) パラオ 

パラオでは貧困状況を分析するための指標が十分に集まっていない状況である。次の表

が示すように、2006 年の世帯調査の結果から算出されたベーシック・ニーズ貧困線による

と、この貧困線を下回る世帯は 18.4％、人口は 24.9％である。また貧困に関する目標の達

成見通しは、不確定と判断されている138。 

また、パラオでは1998年の調査時点では、多くの人が貧困について公に話すことをため

                                                  
138 Republic of Palau (2008) The Millennium Development Goals: Initial Status Report, p.5 
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Palau/Palau_M

DG_Report_2008.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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らっていたというが、現在は貧困についての議論が以前よりは活発になってきたと指摘さ

れている139。 

図表 108 MDG 達成状況（目標 1、2、3） 

 
（出所）Republic of Palau (2008) The Millennium Development Goals: Initial Status Report, p.9 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Palau/Palau_

MDG_Report_2008.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

                                                  
139 Republic of Palau (2008) The Millennium Development Goals: Initial Status Report, p.10 
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Palau/Palau_M

DG_Report_2008.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 109 パラオ MDG 達成見通し状況 
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（出所）Republic of Palau (2008) The Millennium Development Goals: Initial Status Report, pp.5-6 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Palau/Palau_

MDG_Report_2008.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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(12) クック諸島 

クック諸島の MDG 達成見通しは以下のとおりである。貧困削減については、すでに達

成と判断されている。達成する可能性が低い目標は、環境分野とガバナンス分野である。 

図表 110 クック諸島 MDG 達成見通し 

 

（出所）Cook Islands (2009) National Millennium Development Goals Report 

http://www.stats.gov.ck/Statistics/MDG/MDG_RPRT_June_2010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 111 クック諸島 MDG 達成見通し 

 

 

（出所）Cook Islands (2009) National Millennium Development Goals Report 

http://www.undp.org.ws/Portals/12/News%20Room/Publications/MDG%20Report/MDG%202010-CKI.pd

f （2013/1/15 アクセス） 
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(13) ニウエ 

2007 年のニウエの MDG 報告書によると140、MDG の目標の 1 から 5 までニウエは既に

達成し、目標 6 についてもほぼ達成の見込みである。 

図表 112 ニウエ MDG 達成状況（目標 1、2）（再掲） 

 
（出所）Niue (2006) Millennium Development Goals Report 2007, p.14 

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Niue/Niue%20MDG%202007.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(14) ナウル 

ナウルのMDG達成状況では、まず目標1については、データが不十分とされている。ナ

ウルでは 2006年に家計収支調査以降、2007年から 2008年にかけての国際経済危機が食料

品と燃料の価格高騰を招き、価格は高止まりしており、ナウルの人々の所得からは高いま

まである。ナウルでは食糧生産がほとんど行われないため、ナウルの人々は市販される食

料に頼っており、家計を圧迫している。その一方で、公共セクターの給与が上がり、燐鉱

石の採掘が再開されるなど、多くの世帯では所得が向上した。こうした支出及び所得の変

化が大きく、2006 年以降ナウルが目標 1 において改善したのかどうかは不明確である141。 

                                                  
140 Niue (2006) Millennium Development Goals Report 2007, p.14, 

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Niue/Niue%20MDG%202007.pdf （2013/1/15 アクセス） 
141 Nauru (2012) MDG Assessment Report 1990-2011 pp.1-3  

http://www.undp.org.fj/images/stories/2012/nauru_mdg_report_final%28web%29.pdf （2013/1/15 アク
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図表 113 ナウル MDG 達成状況 

 
                                                                                                                                                  
セス） 
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（出所）Nauru (2012) MDG Assessment Report 1990-2011 p.4 
http://www.undp.org.fj/images/stories/2012/nauru_mdg_report_final%28web%29.pdf (2013/1/1 アクセス) 

 

2. 食糧安全保障、脆弱性分析 

(1) 大洋州地域 

大洋州地域においては飢餓による貧困はあまり目立たない。他方で、輸入食品への依存

が高まっている。輸入品への依存度は国によって異なり、キリバスは 36％であるが、パラ

オでは 80％を超えている。さらに、一般に都市部の方が地方よりも依存度が高い142。 

図表 114 輸入食品への依存度 

 

（出所）Parks, W. with Abbott, D. and Wilkinson, A. (2009) Protecting Pacific Island children and women 

during economic and food crises: A working document for advocacy, debate and guidance. Suva: 

UNICEF Pacific, p.17, http://www.unicef.org/pacificislands/Main_report.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

食糧安全保障の重要な要素は、輸入食品の購買力であり、これは輸出収入、債務返済状

況、海外送金の状況によって影響される。FAO による食糧輸入能力指標（Food import 

capacity indicator: FICI）では、総輸出に占める食糧輸入の割合を測る指標であり、FICI が

0.5 を超える場合は、食糧安全保障に脆弱、1 を超える場合は非常に脆弱と判定される。こ

れによると、フィジーとソロモン諸島は食糧安全保障に脆弱ではないと判断される143。 

                                                  
142 Parks, W. with Abbott, D. and Wilkinson, A. (2009) Protecting Pacific Island children and women during 

economic and food crises: A working document for advocacy, debate and guidance. Suva: UNICEF 
Pacific, p.17, http://www.unicef.org/pacificislands/Main_report.pdf （2013/1/15 アクセス） 

143 しかし、フィジーと EU 間の砂糖貿易での特恵がなくなることにより、フィジーの食糧輸入能力は変

化すると考えられる。（同上、p.18） 
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図表 115 大洋州地域における食料輸出能力（1990-2001 年） 

 

（出所）Parks, W. with Abbott, D. and Wilkinson, A. (2009) Protecting Pacific Island children and women 

during economic and food crises: A working document for advocacy, debate and guidance. Suva: 

UNICEF Pacific, p.17, http://www.unicef.org/pacificislands/Main_report.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(2) バヌアツ 

2006 年に実施された世帯調査では、最低限必要な食料（2,100 キロカロリー）を購入す

る費用に基づいて、バヌアツの人口の食料面での貧困について分析が行われ、これによる

と人口の 7％にあたる約 1万 5,000人の人々が必要カロリーを摂取することができていなか

った144。 

しかし、バヌアツが独立した 1980年代初頭から人口はほぼ 2倍に増えたにもかかわらず、

国内の食糧生産高はほとんど増加していない。他方で、米の輸入は 1990 年代から 2007 年

までに 2 倍に増加しており、国内での食糧生産増加によって食糧安全保障の状況を改善す

ることは困難な状況にある145。 

 

                                                  
144 Vanuatu(2010)Millennium Development Goals 2010 Report for Vanuatu, p.15. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Va
nuatu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

145 Vanuatu(2010)Millennium Development Goals 2010 Report for Vanuatu, p.16. 
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Va
nuatu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 116 バヌアツにおける食料生産、人口及び一人当たり消費量（1983 年、2007 年） 

 

（出所）Vanuatu(2010)Millennium Development Goals 2010 Report for Vanuatu, p.16. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Vanu

atu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(3) ソロモン諸島 

2006－2007 年の調査によると、ソロモン諸島の 5 歳未満の低体重児の割合は、11.8％で

あり、1990 年の 23％からは大きく減少した146。 

地域別に見えると、低体重児の割合が特にウェスタン島に多い。また、ソロモン諸島で

も子供の肥満の問題があるものの、低体重児（-2SD）と過体重児（2SD）では低体重児の

割合の方が多いことが分かる。 

                                                  
146 UNDP, Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.60. 
http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 117 5 歳未満子供の低体重児の割合 

 

（出所）SPC (2009)Solomon Islands Demographic and Health Survey 2006-2007, p.184 

http://www.spc.int/prism/country/sb/stats/Censuses%20and%20Surveys/DHS.htm （2013/1/15 アクセス） 

 

(4) フィジー 

1993 年から 2004 年の間で、低体重児の割合は著しく減少した。1993 年には、男児の低

体重児は 76.1％であったが、2004 年には 48.1%に減少している。また女児については、

64.6％から 40.1％に減少した。他方で、肥満児の割合が大幅に増加している。フィジーに

おいては、生活習慣の変化、不十分な食事、タバコなどの様々な理由により、糖尿病や高

血圧などの成人病が増えている。また、食糧生産については、1990 年から 2008 年の間に

減少が見られる。また、国内で生産される生鮮食料品よりも輸入食品が好まれるようにな

っている147。 

                                                  
147 Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 Report for 

the Fiji Islands, p.15. 
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Fiji/Fiji-MDG
%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 118 10～17 歳の子供の栄養状況（1993 年、2004 年） 

 
（出所）Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 

Report for the Fiji Islands, p.15 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Fiji/Fiji-MDG

%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

図表 119 フィジーの食糧生産指標（1990－2008 年） 

 

（出所）Ministry of National Planning (2010) Millennium Development Goals, 2nd Report, 1990-2009 

Report for the Fiji Islands, p.16. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Fiji/Fiji-MDG

%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(5) サモア 

サモアの食料安全保障は、自給自足を主とした農業や漁業により、比較的良好な状況に

ある148。サモアの栄養不足人口の割合は、1990 年-92 年の調査では 12％であったが、2000

                                                  
148 Government of Samoa and UNDP (2010), A report on the estimation of basic needs poverty line, and 

the incidence and the characteristics of hardship & poverty, p.9 
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年-02 年、2006 年-08 年の調査では、いずれも 5％未満となっている。 

図表 120 サモアの栄養不足人口の割合（1990-92 年、2000-02 年、2006-08 年） 

 
（出所） FAO Global Statistics Service - Food Security Indicators, Samoa 

http://www.fao.org/fileadmin/templates/ess/documents/food_security_statistics/monitoring_progress_by_

country_2003-2005/Samoa_e.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(6) トンガ 

トンガでは他の大洋州地域の多くの国と同様に、飢餓の問題は存在しないとされる。低

体重の子供の割合は 1999 年のデータで 2％と少ない。むしろ、トンガでは飢餓よりも肥満

が問題となっている149。 

しかし、食料貧困線をみると、2001 年から 2009 年にかけて食料貧困線未満で生活して

いる人々の割合は増加している。 

                                                  
149 Ministry of Finance and National Planning (2010) 2nd National Millennium Development Goals Report 
http://www.finance.gov.to/sites/default/files/Tonga%202nd%20MDG%20Report.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 121 トンガの食料貧困線（2001 年、2009 年） 

 

（出所）Ministry of Finance and National Planning (2010) 2nd National Millennium Development Goals 

Report, p.4, http://www.finance.gov.to/sites/default/files/Tonga%202nd%20MDG%20Report.pdf  

（2013/1/15 アクセス） 

 

(7) キリバス 

キリバスでは、食料安全保障に関連した貧困問題は大きな問題ではないとされる150。 

食料貧困線からは、全国平均で世帯では 4.1％、人口では 4.9％が食料貧困線未満とされ

る。地域差が多く、ライン諸島とフェニックス諸島（Line &Phoenix）は最も食料貧困率が

低く、サウスタラワ（South Tarawa）を除くギルバート諸島（Rest of Gilberts）における貧

困率が高い。 

                                                  
150 Government of Kiribati (2012) Kiribati Development Plan 2012-2015, p.28-29. 
http://www.ausaid.gov.au/countries/pacific/kiribati/Documents/kiribati-development-plan-2012-2015.pdf 

（2013/1/15 アクセス） 
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図表 122 キリバスにおける食料貧困線による貧困率 

 

（出所）UNDP(2010) Analysis of the 2006 Household Income and Expenditure Survey, p.31,  

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/Kiribati_Poverty_Report.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(8) ツバル 

ツバルでは、1994 年には 6％の人口が 2,100 カロリーの食料を買う現金を持っていなか

ったが、2004 年にはそれが 3.5％まで減少しており151、食料安全保障の面では改善してい

る。 

                                                  
151 Tuvalu Millennium Development Goals Progress Report 2010-2011, p.31 
http://www.undp.org.fj/pdf/MDG%20Report/MDG(tuvalu)%20web.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 123 ツバルにおける食料貧困線未満の人口 

 

（出所）Tuvalu Millennium Development Goals Progress Report 2010-2011, p.31 

http://www.undp.org.fj/pdf/MDG%20Report/MDG(tuvalu)%20web.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

他方で、ツバルでは多くの人が輸入加工食品に頼るようになり、慢性病疾患の患者数が

増えている。米、小麦粉、ビスケット、砂糖などの輸入食品に振り向けられる家計支出が

増加し、フナフチでは支出の 50.3％、それ以外の地域では 48.7％がこれらの輸入食品購入

に充てられている。これらの輸入食品の価格上昇が懸念事項となっている。加えて、フナ

フチでは、家庭での食糧生産や料理をすることが少なくなってきている。慢性病は、国家

の予算を圧迫している。たとえば、透析はツバルで行うことができないため、患者はフィ

ジーに輸送されるが、この輸送コストが税金で賄われている状況である152。 

                                                  
152 Tuvalu Millennium Development Goals Progress Report 2010-2011, p.32 
http://www.undp.org.fj/pdf/MDG%20Report/MDG(tuvalu)%20web.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 124 ツバルにおける主な死因（2008 年） 

 

（出所）Tuvalu Millennium Development Goals Progress Report 2010-2011, p.73 

http://www.undp.org.fj/pdf/MDG%20Report/MDG(tuvalu)%20web.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(9) ミクロネシア 

ミクロネシアでは、食料貧困線未満で生活する人々の割合が、国全体で 7.8％いる。も

っとも食料貧困率が高いのは、チューク（Chuuk）の 9.6％である。また、人数で見るとポ

ンペイも10.9％と高くなっている。2005年の調査後、油などの食料価格が高騰したため、

さらに貧困率が上昇していると考えられる153。 

 

 

                                                  
153 Federated States of Micronesia (2010) Millennium Development Goals & The Federated States of 

Micronesia Status Report 2010, p.15  
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Micronesia/FS

M_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 125 食料貧困線及びベーシック・ニーズ貧困線未満の世帯・人口割合（2005 年） 

 
（出所）Federated States of Micronesia (2010) Millennium Development Goals & The Federated States of 

Micronesia Status Report 2010, p.15,  

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Micronesia/F

SM_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(10) マーシャル諸島 

マーシャル諸島においても飢餓の状況は懸念事項となりつつあり、自給自足のため土地

を持たない都市中心部の人々の食料状況が問題となっている。部族同士で助け合うという

文化によって、部族内での支援が行われていた。しかし、都市化が進み、親族の構成員が

違う場所に移住するようになり、伝統的なセーフティ・ネットも機能しなくなってきてい

る。そのため、飢餓が重要な問題となってきている。1999 年に実施された都市部の小学校

における調査では、大部分の生徒が必要な栄養を摂取できていなかったことが示された
154。 

                                                  
154 Republic of Marshall Islands (2005)Statistical Yearbook 2004, pp.55-56 
http://www.spc.int/prism/country/mh/stats/Publications/pub-new.htm （2013/1/15 アクセス） 
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図表 126 Majuro 小学校の生徒の栄養状況 

 

（出所）Republic of Marshall Islands (2005)Statistical Yearbook 2004, p.55 

http://www.spc.int/prism/country/mh/stats/Publications/pub-new.htm （2013/1/15 アクセス） 

 

(11) パラオ 

MDG レポートによるとパラオには 5 歳未満の低体重児のデータや必要なエネルギーを摂

取していない人口の割合の正式な統計がない。また、低体重の成人は非常にまれであり、

食料貧困線未満の生活を送っている世帯はほとんどないと考えられている。しかし、栄養

摂取にあたっての問題は存在しており、食料の選択の問題、過体重、肥満や、それに起因

する病気が広がっている155。 

 

(12) クック諸島 

クック諸島では、食料貧困線未満で生活している人口数は、3％を下回っている。 

                                                  
155 Republic of Palau (2008) The Millennium Development Goals: Initial Status Report, p.12 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Palau/Palau
_MDG_Report_2008.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 127 クック諸島における食料・ベーシック・ニーズ貧困線未満の人口（再掲） 

 

（出所）Cook Islands (2009) National Millennium Development Goals Report 

http://www.stats.gov.ck/Statistics/MDG/MDG_RPRT_June_2010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

所得でみてみると、クック諸島の 15％の世帯には、いかなる所得もなく、21％は年

5,000 米ドル未満の収入である。収入のない世帯は、南部（20％）及び北部（27％）の諸島

地域はラロトンガ島（12％）よりも高い。また、平均所得も、ラロトンガ島は 15,700 米ド

ルであるが、南部は 7,200 米ドル、北部は 7,800 米ドルと、ラロトンガ島地域の住民の平

均所得は 2 倍以上である。平均所得については、男女間の差がみられ、女性の方が男性よ

りも少なくなっている。 

 

クック諸島では過体重や肥満の子供が増えている。これには食習慣の変化があげられて

おり、以前よりも現地の食事ではなく、学校の販売店で手軽に買うことができる高カロリ

ーの食べ物などを買うようになったことが一因とされる156。 

                                                  
156 Government of the Cook Islands (2004) A Situation Analysis of Children, Youth & Women, pp.27-28. 

http://www.unicef.org/pacificislands/COOK_ISLANDS_Sitan.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 128 ラロトンガの学校における過体重児の割合の推移（1991－2003 年） 

 

（出所）Government of the Cook Islands (2004) A Situation Analysis of Children, Youth & Women, p.27 

http://www.unicef.org/pacificislands/COOK_ISLANDS_Sitan.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(13) ニウエ 

ニウエには食糧安全保障の問題はなく、むしろ人々の食生活の改善をすることが挙げら

れている。ニウエでは、肥満率が高く、糖尿病、通風、高血圧などの生活習慣病が問題と

なっている157。 

                                                  
157 Niue (2006) Millennium Development Goals Report 2007, p.16 
http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Niue/Niue%20MDG%202007.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 129 ニウエにおける糖尿病と高血圧の割合（1984 年、2002 年） 

 

（出所）  Government of Niue (2004) Situation Analysis of Children, Women and Youth、 p.18, 

http://www.unicef.org/pacificislands/Niue_Sitan_Report_Latest_pdf.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(14) ナウル 

2007年の調査では、低体重児の割合は男児で 6.9％、女子では 2.9％であった。栄養状況

は、子供及び成人ともにナウルでは大きな懸念事項となっている。伝統的な食事は、現地

で収穫できる魚、ココナッツ、果物、野菜であり、食料を生産するという伝統は強くない。

そのため、燐鉱石採掘により現金収入を得られるようになった際に、ナウル人の多くは輸

入食品による食事に変えてしまった。栄養に関連する病気は、ナウルでの主要な健康問題

となっている。鉱業が下向きになった際には、低栄養の状況が発生しやすくなっている。

また、同時に2007年の調査では、男女ともに過体重または肥満が増加していることが分か

った。肥満傾向は年長になるにつれて、高くなっている158。 

                                                  
158 Nauru (2012) MDG Assessment Report 1990-2011, p.20 

http://www.undp.org.fj/images/stories/2012/nauru_mdg_report_final%28web%29.pdf （2013/1/15 アク

セス） 
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図表 130 ナウルの低体重児の割合 

 

（出所）Nauru (2012) MDG Assessment Report 1990-2011, p.20 

http://www.undp.org.fj/images/stories/2012/nauru_mdg_report_final%28web%29.pdf （2013/1/15 アクセ

ス） 
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VI. 社会的属性、特性と貧困関連分析 

1. 社会的被排除グループと貧困指標の関わり 

(1) 大洋州地域 

(i) ジェンダー 

大洋州地域においては、初等教育におけるジェンダー間の平等の状況は改善され、MDG

の初等教育におけるジェンダーの平等達成に近い国もある。現在、最も大きな課題は女性

の非農業以外の分野での雇用と意思決定過程への参画であり159、貧困問題に関しては女性

の非農業以外の分野での賃金取得の促進が重要となる。 

図表 131 大洋州地域における女性に関する指標 

 

（出所）Parks, W. with Abbott, D. and Wilkinson, A. (2009) Protecting Pacific Island children and women 

during economic and food crises: A working document for advocacy, debate and guidance. Suva: 

UNICEF Pacific, p.43, http://www.unicef.org/pacificislands/Main_report.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

                                                  
159 Parks, W. with Abbott, D. and Wilkinson, A. (2009) Protecting Pacific Island children and women during 

economic and food crises: A working document for advocacy, debate and guidance. Suva: UNICEF 
Pacific, p.42, http://www.unicef.org/pacificislands/Main_report.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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(2) バヌアツ 

(i) 子供 

一日 1.25 米ドル未満で生活する子供の割合は、国全体では 5％であるが、実際は地域に

よって大きく異なり、トルバ（Torba）の 14.2%から、ルーガンビル（Luganville）の 1%と

の開きがある160。 

図表 132 一日 1.25 米ドル未満で生活する子供（2006 年） 

 
（出所）Vanuatu(2010) Millennium Development Goals 2010 Report for Vanuatu, p.3 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Vanu

atu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(3) ソロモン諸島 

(i) 子供 

NDS に掲げられる脆弱なグループへの支援として、こどもの利益・権利の保護と発展が

挙げられている161。しかし、2009 年の国勢調査では児童労働が多く行われ、国全体の 18％

を占めることが明らかになった。地方によって、児童労働の割合は異なるが、マライタに

おいては、12～19 歳の子供が労働に占める割合は 40％近くまで達している162。 

                                                  
160 Vanuatu(2010)Millennium Development Goals 2010 Report for Vanuatu. p.3 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Va
nuatu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

161 IMF(2011),Solomon Islands: 2011 Article IV Consultation, Third Review Under the Standby Credit 
Facility, and Request for Arrangement Under the Standby Credit Facility-Staff Report; Staff 
Supplements; Public Information Notice and Press Releases; and Statement by the Executive Director 
for Solomon Islands, IMF Country Report No. 11/359, 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2011/cr11359.pdf （2013/1/15 アクセス） 

162 UNICEF (2011) Children in Solomon Islands: 2011 An Atlas of Social Indicators, p.14 
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図表 133 12‐19 歳の子供の地方別就労状況 

 

（出所）UNICEF (2011) Children in Solomon Islands: 2011 An Atlas of Social Indicators, p.14 

http://www.unicef.org/pacificislands/Children_in_Solomon_Islands_2011_An_Atlas_of_Social_Indicators(

1).pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

他方で、機会の貧困という観点で見てみると都市部のホニアラに住む子供は、貧困世帯

                                                                                                                                                  
http://www.unicef.org/pacificislands/Children_in_Solomon_Islands_2011_An_Atlas_of_Social_Indicators(1)

.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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で生活している割合が地方よりも大きくなっている163。 

 

(ii) 障がい者 

ソロモン諸島政府は障がい者に関する政策を2005年に策定しているが、実施は進んでい

ない。最も多い障がいは、視覚に関する障がいであるが、眼鏡の購入や視力のテストなど

はあまり行われていない。障がいに対する偏見もあり、障がいのある子供はたいていの場

合就学していない。 

次の図表は、障がい者の通学状況の地域別分布を示している。ホニアラとマライタに障

害のある子供の就学が多いことがわかる。しかし、ソロモン諸島全体の就学状況をみると、

障がい者の割合は全体の 2％と低い割合にとどまっている164。 

図表 134 障がいのある子供の学校就学状況（地域別） 

 

（出所）UNICEF (2011) Children in Solomon Islands: 2011 An Atlas of Social Indicators, p.49 

http://www.unicef.org/pacificislands/Children_in_Solomon_Islands_2011_An_Atlas_of_Social_Indicators(

1).pdf  （2013/1/15 アクセス） 

 

                                                  
163 UNICEF (2011) Children in Solomon Islands: 2011 An Atlas of Social Indicators, p.17 

http://www.unicef.org/pacificislands/Children_in_Solomon_Islands_2011_An_Atlas_of_Social_Indicator
s(1).pdf （2013/1/15 アクセス） 

164 UNICEF (2011) Children in Solomon Islands: 2011 An Atlas of Social Indicators, p.49 
http://www.unicef.org/pacificislands/Children_in_Solomon_Islands_2011_An_Atlas_of_Social_Indicator
s(1).pdf （2013/1/15 アクセス） 
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(4) フィジー 

(i) 民族 

フィジーでは、フィジー系住民に対するアファーマティブアクションが取られている。

次の表は、民族別及び都市／地方による貧困率を示している。都市部と地方を比較すると、

地方の方が、貧困率が高くなっている。また民族別では、地方においてはフィジー系住民

の貧困率が 2002 年から 2008 年にかけて 38％から 42％へ上がっているものの、これはイ

ンド系住民の人数が減少していることも影響していると考えられる。さらに都市において

はフィジー系住民の貧困率が 28％から 17％へ減少している。 

図表 135 フィジーの貧困率（民族・都市／地方）（2002 年、2008 年） 

 

（出所） Fiji Islands Bureau of Statistics (2010) Preliminary Report Poverty and Household Incomes in Fiji 

in 2008-2009 ( based on the 2008-09 Household Income and expenditures Survey) p.13. 

http://www.statsfiji.gov.fj/cens&surveys/Preliminary%20Report%20on%20the%202008-09%20HIES%20.

pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(5) サモア 

(i) 障がい者 

2011 年の調査によると、全人口の 2％が障がい者であり、特に多い障害は歩行機能

（30％）、複数の障がい（13％）、聴覚障がい（13％）、視覚障がい（13％）であった。

障がい者は、主にウポル（Upolu）とサヴァイー（Savaii）に居住しており、アピア（Apia）

は 16％と少ない。したがって、地方における障がい者のためのサービス提供や支援が必要

な状況にある165。 

                                                  
165 Samoa (2012) Population and Housing Census 2011, Analytical Report, p.62 

http://www.sbs.gov.ws/ （2013/1/15 アクセス） 
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図表 136 サモアにおける障がい者の分布（2011 年） 

 

（注）AUA :Apia Urba166n Area, NWU: North West Upolu; ROU: Rest of Upolu 

（出所）Samoa (2012) Population and Housing Census 2011, Analytical Report, p.62 

http://www.sbs.gov.ws/ （2013/1/15 アクセス） 

 

(ii) 失業者 

2011 年の調査によると、サモアの失業率は 5.7％である。なお、サモアにおいては職探

しを行っているものを失業者と定義している。年齢層では、20-24 歳の年齢層が特に失業

状況にある。学校を卒業する人数に比べて雇用機会が限られているため、多くの人が生活

のために自給自足をするようになり、こうした傾向は学校の卒業試験に成功しなかった若

者に特に顕著にみられる。また、一方では、学業修了者による就職活動が行われるように

なり、就職機会の競争が生じていることなどから摩擦的失業（frictional unemployment）167

も発生するようになっている。 

                                                  
166 Samoa (2012) Population and Housing Census 2011, Analytical Report, p.79 

http://www.sbs.gov.ws/ （2013/1/15 アクセス） 
167 摩擦的失業とは「転職や新たに就職する際に企業と労働者の持つ情報が不完全であることや労働者が地

域間を移動する際に時間がかかるためなどにより生じる失業」のことである。（厚生労働省、平成 14
年版労働経済の分析、http://wwwhakusyo.mhlw.go.jp/wpdocs/hpaa200201/b0061.html （2013/1/15 ア

クセス）） 



 

 119

図表 137 サモアにおける失業者（年齢、性別）（2011 年） 

 

（出所）Samoa (2012) Population and Housing Census 2011, Analytical Report, p.81 

http://www.sbs.gov.ws/ （2013/1/15 アクセス） 

 

(6) トンガ 

(i) ジェンダー 

MDGのジェンダーに関する目標は、トンガでは達成可能の見込みである。初等教育の女

子の就労率は、2008 年に若干の減少が見られるが、MDG レポートでは男児の出生数が多

いことも考慮すべきとしている。女性の就労状況については、2006 年の時点で全セクター

の就業者数の 43.5％を女性が占めている168。 

                                                  
168 Ministry of Finance and National Planning (2010) 2nd National Millennium Development Goals Report, 

p.26, http://www.finance.gov.to/sites/default/files/Tonga%202nd%20MDG%20Report.pdf （2013/1/15
アクセス） 
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図表 138 トンガのジェンダー状況 

 

（出所）Ministry of Finance and National Planning (2010) 2nd National Millennium Development Goals 

Report, p.26, 

http://www.finance.gov.to/sites/default/files/Tonga%202nd%20MDG%20Report.pdf （2013/1/15 アクセ

ス） 

 

(7) キリバス 

(i) ジェンダー 

女性の労働状況に関し、キリバスの女性の非農業分野における就労率が高まっているが、

政治分野における進出は進んでいない169。 

                                                  
169 Government of Kiribati (2007) Millennium Development Goals,p.21  
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Kiribati/Kiribati_

MDG_2007.eng.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 139 女性の非農業セクターにおける就労割合（1990-2005 年） 

 

（出所）Government of Kiribati (2007) Millennium Development Goals,p.21  

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Kiribati/Kiribati_

MDG_2007.eng.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

一方、キリバス社会は保守的であり、男性優位の社会である。男性による女性や子供に

対する暴力や女性の権利について、議論されるようになってきている170。 

 

(8) ツバル 

(i) ジェンダー 

ツバルにおいては、2006 年から 2008 年に女性の就労割合が大きく減少している。一方

で、1999 年から 2005 年まで女性の賃金報酬を受ける仕事に就労する割合は増大してきて

おり、女性と男性の収入については 2002 年から 2005 年まで減少傾向が見られるものの概

ね大きな差がない。また、2006－2008 年の期間に女性の就労割合が減少した理由として

は、大規模な建築プロジェクトが複数ツバルで行われたために女性の就労人口割合が相対

的に減ったことが原因と指摘されているが、今後の検証が必要である171。 

                                                  
170 Denise Lievore amd Peggy Fairbairn-Dunlo (2007) Pacific Prevention of Domestiv Violence Programme 

Kiribati Report, p.ii. 
http://sgdatabase.unwomen.org/uploads/Kiribati%20-%20PPDVP-Kiribati-Final-Report-14-June-2007.pd
f （2013/1/15 アクセス） 

171 Tuvalu Millennium Development Goals Progress Report 2010-2011, p.43 
http://www.undp.org.fj/pdf/MDG%20Report/MDG(tuvalu)%20web.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 140 ツバルにおける女性の就労状況及び男性の収入との比較（1999-2008 年） 

 

（出所） Tuvalu Millennium Development Goals Progress Report 2010-2011, p.44 

http://www.undp.org.fj/pdf/MDG%20Report/MDG(tuvalu)%20web.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(9) ミクロネシア 

(i) ジェンダー 

就学状況をみると、初等教育のみでは女子の出席率は高いものの、中等教育、さらにそ

れ以降になると女子の割合は少なくなってきている。さらに、学校に通学していない割合

は全体的には減少傾向にあるものの、常に女子のほうが男子よりも多い。 
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図表 141 ミクロネシアの就学状況（ジェンダー別、1980 年-2000 年） 

 
（出所）Federated States of Micronesia (2010) Millennium Development Goals & The Federated States of 

Micronesia Status Report 2010, p.38 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Micronesia/F

SM_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(ii) 若者 

若者の失業状況は 1994 年と 2000 年を比較すると、20-24 歳、25-29 歳のカテゴリーで

失業率が増加している。女性の失業率は 1994 年から 2000 年までで改善したものの、常に

女性の失業率は男性の失業率を上回る状況であり、女性の若年層の雇用が、若者の雇用問

題の中でも課題となっていることが分かる。 

図表 142 ミクロネシアにおける若者の失業率（1994 年、2000 年） 

 

（出所）Federated States of Micronesia (2010) Millennium Development Goals & The Federated States of 

Micronesia Status Report 2010, p.21 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Micronesia/F

SM_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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また、平均所得についても、女性の平均所得は男性を下回っており、所得が同じ職種は

自給自足の労働者のみである。 

図表 143 平均所得（性別、1999 年） 

 

（出所）Federated States of Micronesia (2010) Millennium Development Goals & The Federated States of 

Micronesia Status Report 2010, p.40 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Micronesia/F

SM_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(10) マーシャル諸島 

(i) ジェンダー 

女子の就学については、初等教育及び中等教育の両方について MDG 達成見込みである。

しかし、ジェンダーの問題は女子の退学率が男子の退学率を上回っていることである。女

子の退学率の原因としては 10代の妊娠率の高まり、さらに女性は家庭に残り小さな子供の

世話や家事をすべきだという社会文化的な期待があるためであり、こうした理由で授業を

長期間欠席した後に、学習についていくことができなくなり、退学に至っている172。 

                                                  
172 Republic of Marshall Islands (2005)Statistical Yearbook 2004, pp.61-62. 
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図表 144 マーシャル諸島の女子の就学率（2009－2003 年） 

 
（出所） Republic of the Marshall Islands(2005) Millennium Development Goals National Progress 

Report,p.26 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Marshall%20I

slands/Marshall_Islands_MDG_2005.eng.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(11) パラオ 

(i) ジェンダー 

パラオは母系制の社会であり、女性は伝統的に社会において地位を持ち、男性からも平

等に扱われてきたという伝統がある。男女によって、その役割や責任は違うものの、従属

関係による相違ではないとされる。そのため就学状況については男女平等が進み、女性の

就労状況も良好である173。 

しかしながら、貧困率については、ジェンダーによる差がある。女性が世帯主の世帯で

は、ベーシック・ニーズ貧困線を下回る世帯数が多く、特に地方においてその傾向が顕著

である。 

 
                                                                                                                                                  
http://www.spc.int/prism/country/mh/stats/Publications/pub-new.htm （2013/1/15 アクセス） 

173 Republic of Palau (2008) The Millennium Development Goals: Initial Status Report, p.19, 
http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Palau/Palau
_MDG_Report_2008.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 145 ベーシック・ニーズ貧困線未満で生活する女性家長世帯 

 

（出所）Republic of Palau (2008) The Millennium Development Goals: Initial Status Report, p.11,  

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Palau/Palau_

MDG_Report_2008.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(12) クック諸島 

(i) ジェンダー 

クック諸島では近年まで、女性の多くが家庭にとどまり、意思決定は男性によって行わ

れていたが、女性も次第に高い教育を受け、就労するようになってきている。クック諸島

では伝統的に、女性もほぼ男性と同様に土地を相続し、使用する権利を持っている174。 

クック諸島の就労状況をみると、男性の就労率（76.1％）で女性の就労率（64.2％）を上

回っている。また、地域で見ると女性の労働力状況はラロトンガでは国の平均を上回る就

労状況となっている。 

 

                                                  
174 Government of Palau (2008) A Situation Analysis of Children, Youth and Women, p.20 

http://www.unicef.org/pacificislands/Palau_Sitan_compressed.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 146 クック諸島の 15 歳以上の性別就労状況（2006 年） 

 

（出所）Cook Islands (2006) Cook islands Population Census 2006, p.52 

http://www.stats.gov.ck/Statistics/CensusSurveys/census06/COOKISLANDS%20CENSUS%20REPORT

2006.pdf  

 

また、平均所得でみると女性の年平均所得は、都市部及び地方においても男性より少な

い。 

図表 147 クック諸島居住者の年平均所得（年齢、性別） 

 

（出所）Cook Islands (2006) Cook islands Population Census 2006, p.58 

http://www.stats.gov.ck/Statistics/CensusSurveys/census06/COOKISLANDS%20CENSUS%20REPORT

2006.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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(13) ニウエ 

(i) ジェンダー 

ニウエではニウエに居住する 5 歳から 16 歳の子供すべてに対して、男女、国籍、在留資

格に関わらず無料の義務教育制度となっている。初等教育の就学状況は、男子及び女子と

もに就学率は 1991 年から 2006 年まで 100％であり、MDG の目標 2 もすでに達成してい

る状況である。 

また、女性の雇用は 1991 年から改善しており、政府においては 47％が女性となってい

る175。しかし、民間セクターでは 36％にとどまっている。 

図表 148 セクター別の女性雇用率（2006 年） 

 

（出所）Niue (2006) Millennium Development Goals Report 2007, p.22 

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Niue/Niue%20MDG%202007.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(14) ナウル 

(i) ジェンダー 

ナウルでは就学状況については改善がみられ、女子のほうが若干少ないものの就学状況

は改善している。 

                                                  
175 Niue (2006) Millennium Development Goals Report 2007, p.22 

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Niue/Niue%20MDG%202007.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 149 ナウルのジェンダー状況 

 

（出所）Nauru (2012) MDG Assessment Report 1990-2011, p.30 

http://www.undp.org.fj/images/stories/2012/nauru_mdg_report_final%28web%29.pdf （2013/1/15 アクセ

ス） 

 

一方で、失業状況を見てみると、女性の失業率は 2002 年及び 2006 年の調査の双方にお

いて、ほとんどの年齢層で女性の失業率が男性を上回っており、さらに2006年は女性の失

業率が増加している。年齢でみると、2002 年は失業率が高かったのは 16-19 歳、20-24 歳、

25-29 歳であったが、2006 年では、さらに 30-34 歳、35-39 歳の年齢層でも失業率が増加

し、特に女性の失業率が高くなっている。 
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図表 150 ナウルの失業状況（年齢、性別）（2002 年、2006 年） 

 

（出所） Nauru (2012) MDG Assessment Report 1990-2011, p.32 

http://www.undp.org.fj/images/stories/2012/nauru_mdg_report_final%28web%29.pdf （2013/1/15 アクセ

ス） 

 

2. その他の要因と貧困との関わり 

(1) 社会保障 

大洋州においては、伝統的に家族や部族内での助け合いや分かち合いを行ってきた。財

政や物質的に恵まれていなくとも、強い家族やコミュニティの結びつきが恵まれていない

人々や脆弱な人々に対してセーフティネットを提供していたという背景がある176。社会保

障制度は貧困削減の一環として取り組む途上国の国々があるが、大洋州地域の国々の割合

をアジア全体の状況と比較すると、社会保障の恩恵を実際に受ける貧困層や実際の社会保

障支出の割合は大洋州地域においてはまだ少ない177。 

 

                                                  
176 Abott, David and Steve Pollard (2004) Hardship and Poverty in the Pacific. Strengthening Poverty 

Analysis and Strategies in the Pacific. Manila: ADB. p.1, 
http://www.paddle.usp.ac.fj/collect/paddle/index/assoc/adb004.dir/doc.pdf （2013/1/15 アクセス） 

177 Parks, W. with Abbott, D. and Wilkinson, A. (2009) Protecting Pacific Island children and women during 
economic and food crises: A working document for advocacy, debate and guidance. Suva: UNICEF 
Pacific, p.55, http://www.unicef.org/pacificislands/Main_report.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 151 大洋州 7 カ国における社会保障状況 

 

（出所）Parks, W. with Abbott, D. and Wilkinson, A. (2009) Protecting Pacific Island children and women 

during economic and food crises: A working document for advocacy, debate and guidance. Suva: 

UNICEF Pacific, p.55, http://www.unicef.org/pacificislands/Main_report.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(2) 海外送金 

大洋州においては海外からの送金額は増加しているが、国によって送金状況などは異な

る。サモアとトンガは、GDP に占める送金額の割合という点では、主要な送金受け取り国

である。キリバスも海外送金は多く、船員として働く労働者からの送金である。フィジー

は米ドルの送金受取額が最も大きいが、GDP に占める海外送金の割合は少ない。マーシャ

ル諸島、ミクロネシア、パラオはアメリカ合衆国に住む海外労働者からの送金を受け取っ

ているが、送金額は大きくはない。逆にパラオの場合は、建設や観光業で働くアジア系労

働者によるパラオからの送金によって相殺されてしまっている。バヌアツ、ソロモン諸島、

パプアニューギニアといったメラネシアの国々には海外出稼ぎ労働者の伝統がなく、送金

は少ない。また、大洋州における送金は、海外出稼ぎ労働者の利益というよりは利他的な

要素によって行われている場合が多い。つまり、自国の親族、友人、教会を支えるために

送金が行われている178。 

                                                  
178 Christopher Browne and Aiko Mineshima (2007) Remittances in the Pacific Region, IMF Working Paper, 

WP/07/35, pp.3-4, http://www.imf.org/external/pubs/ft/wp/2007/wp0735.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 152 大洋州地域における海外送金の推移（1997 年－2005 年） 

 

（出所）Christopher Browne and Aiko Mineshima (2007) Remittances in the Pacific Region, IMF Working 

Paper, WP/07/35, p.12,  

http://www.imf.org/external/pubs/ft/wp/2007/wp0735.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

図表 153 大洋州諸国の海外送金額（100 万米ドル） 

 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
(推定額） 

GDP(2011 年)に
占める割合 

バヌアツ 6 9 11 12 22 21 2.7% 
ソロモン諸
島 

2
2 2 2 2 1 

0.2% 

フィジー 160 123 154 158 158 167 4.1% 
サモア 94 109 119 122 139 130 21.4% 
トンガ 101 94 72 72 72 75 16.4％ 

（出所）World Bank Migration & Remittances Data, Remittances Flows in 2012: Update 

http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/TOPICS/0,,contentMDK:21924020~pagePK:5105988~pi

PK:360975~theSitePK:214971,00.html （2013/1/15 アクセス） 
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(3) 失業 

大洋州地域における失業率は国によって大きく異なる。これは、各国における失業率の

定義に相違があるためである。たとえば、フィジー、パプアニューギニア、サモア、ソロ

モン諸島では失業者とは労働人口に含まれ、現在労働していないが活発に休職しているも

のとされる。他方で、トンガでは失業者には、求職活動をしていないものも含まれる179。 

図表 154 大洋州の国における失業者数（男女、都市・地方別） 

 

（出所）UNESCAP (2007) Improving Employment Opportunities in Pacific island Developing Countries, 

Small Island Developing States Series, No.1, p.81 

http://www.unescap.org/epoc/pdf/SIDS-series-01-Impoving-employment-opportunities-PIDC.pdf 

（2013/1/15 アクセス） 

 

                                                  
179 UNESCAP (2007) Improving Employment Opportunities in Pacific island Developing Countries, Small 

Island Developing States Series, No.1, p.4 
http://www.unescap.org/epoc/pdf/SIDS-series-01-Impoving-employment-opportunities-PIDC.pdf 
（2013/1/15 アクセス） 
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図表 155 大洋州地域における失業率（%） 

総失業率
男性

失業率
女性

失業率
15－24歳

失業率
15－24歳

男性失業率
15－24歳

女性失業率
年

バヌアツ 4.6 4.1 5.2 - - - 2009

ソロモン諸島 31.9 31.0 33.7 45.9 45.8 46.1 1999
フィジー 8.6 6.4 12.9 - - - 2007
サモア 5.0 4.4 6.2 12.2 10.6 15.5 2001
トンガ 1.1 - - - - - 2006
ツバル 6.5 4.9 8.6 - - - 2005
マーシャル諸島 30.9 27.6 37.3 - - - 1999
パラオ 4.2 3.7 4.9 - - - 2005  

（出所）World Development Indicators より作成 

http://databank.worldbank.org/ （2013/1/15 アクセス） 

 

(4) 非感染症疾患 

都市化の進行に伴い、大洋州においては伝統的な食品に加えて外国から輸入された食品

が使われるようになり、脂肪の消費量が増えている。こうした輸入食品は安価で購入しや

すく、貧しい人々の主な主食となっている。大洋州の多くの人々は、地元で生産された食

料を好んでいるものの、特に貧しい人々の間で社会・経済的な理由により、栄養素の面で

伝統食品に劣る外国食品への依存があるという。バヌアツでは、地方に居住する人々は都

市部よりも多くのカロリーを摂取しているが、肥満率は低い。これは、都市部では、輸入

食料品による総脂肪の消費が44.8%である一方で、地方においては8.4％と低いためである。

伝統的な食料よりも輸入食料による脂肪消費量が多い場合、肥満となる確率は 2.2 倍高くな

り、糖尿病になる確率も 2.4 倍となる180。 

 

                                                  
180 WHO (2006) Noncommunicable Disease and Poverty: the Need for Pro-Poort Strategies in the Western 

Pacific Region: A Review, p.31,  
http://www.wpro.who.int/publications/docs/poverty_ncd.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 156 大洋州地域の死因（2008 年） 

Communicable
diseases

Non-communicable
diseases

Injuries

Pacific
American Samoa

Australia 6 79 15
Cook Islands 23 62 15
Fiji 23 67 10
French Polynesia

Guam

Kiribati 36 60 4
Marshall Islands 27 64 9
Micronesia (F.S.) 41 49 10
Nauru 29 56 15
New Caledonia

New Zealand 5 77 18
Niue 27 58 15
Northern Mariana

Palau 24 65 11
Papua New 62 28 11
Samoa 34 55 10
Solomon Islands 51 41 8
Tonga 30 61 8
Tuvalu 28 62 10
Vanuatu 35 56 10

% of YLL

Years of life lost (YLL)

 
（注）Table I.23 より該当箇所を抜粋。 

（出所）UNESCAP (2012) Statistical Yearbook for Asia and the Pacific 2012,  

http://www.unescap.org/stat/data/syb2012/index.asp （2013/1/15 アクセス） 
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VII. 貧困に影響を与えている国内外の要因 

1. 短期･長期的要因、リスクとショック(経済、社会、環境、紛争等) 

(1) バヌアツ 

(i) 政治状況 

バヌアツは自然に恵まれ、様々な文化があることから、観光業は有望な産業であるもの

の、人口が少なく主要なマーケットから地理的に離れているため製造業にとっては大きな

障害があり、農業についても主要な農産品数も限られている。経済の規模も小さいことか

ら、世界的な一次産品の価格の変動の影響や観光者数の減少に影響を受けやすい181。 

政治面では、バヌアツは1990年代から短期の連立政権による政治が行われてきた。多く

の政党が関わり、さらに大臣の変更も頻繁であり、最も長く続いた政権も 1 年と短かった

ため、改革を進めるための政策を調整することが困難であった182。 

図表 157 バヌアツ及びその他大洋州地域の政治環境（1990-2006 年） 

 
（出所）IMF(2007) Vanuatu: Selected Issues, Country Report No. 07/93, p.3 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2007/cr0793.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(ii) 土地制度 

バヌアツでは憲法の規定により、慣習によって持ち主や土地の使用法が決まるため、土

地を担保にしたり、投資対象としたりすることが難しく、土地紛争の原因ともなっている。

97％の土地は伝統的なシステムによって保有されており、ポートビラとルーガンビルにお

                                                  
181IMF(2011) Vanuatu:2011 Article IV Consultation-Staff Report: Debt Sustainability Analysis; and Public 

Information Notice on the Executive Board Discussion, IMF Country Report No. 11/120, p.3. 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2011/cr11120.pdf （2013/1/15 アクセス） 

182 IMF(2007) Vanuatu: Selected Issues, Country Report No. 07/93, p.3 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2007/cr0793.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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いては、一部は個人が所有しているが、多くの土地が政府によって保有され、最長 75年間

まで借りることができる。土地によっては農業やその他の用途によって使うことができな

いため、所得創出のための活動に土地を自由に使うことが困難である。また、土地の境界

性も明確には区画されていないことも多く、土地紛争の原因ともなっている。外資のみな

らず現地のビジネスにとってもこのような土地に関する権利が不明確であることは大きな

懸念事項となっている183。 

次の表は慣習で規律される土地へのアクセス状況を表したものである。地方では 92％が

アクセス可能であるが、都市部においては 41％のみとなっており、都市部における土地利

用が難しいことが分かる184。 

                                                  
183 IMF(2007) Vanuatu: Selected Issues, Country Report No. 07/93, p.6. 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2007/cr0793.pdf （2013/1/15 アクセス） 
184 Vanuatu National Statistics Office (2012) Alternative Indicators of Well-being for Melanesia, Vanuatu 

Pilot Study Report 2012,p.21 
http://www.vnso.gov.vu/index.php?option=com_content&view=article&id=26&Itemid=33 （2013/1/15 ア

クセス） 
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図表 158 慣習で規律される土地へのアクセス状況 

 

（出所）Vanuatu National Statistics Office (2012) Alternative Indicators of Well-being for Melanesia, Vanuatu 

Pilot Study Report 2012, p.21 

http://www.vnso.gov.vu/index.php?option=com_content&view=article&id=26&Itemid=33 （2013/1/15 アク

セス） 

 

(2) ソロモン諸島 

(i) 経済状況 

ソロモン諸島の経済は規模が小さく、国際的な経済動向の影響を受けやすい。ソロモン

諸島の主な輸出産品は、木材と金であり、その他の産業として観光があるが、GDP の 2％

未満を占めるに過ぎない。鉱業分野は、経済成長の可能性を持っているが、適切な政策が

行われることが必要である。一方、輸入については食料と燃料がソロモン諸島の総輸入の

40％を占めている。こうした貿易構造と産業構造のために、ソロモン諸島の経済は第一次

産品の価格変動に極めて脆弱である。このような不均衡を埋めるために、政府は海外から

の援助に依存している状況である。2008 年から 2009 年の世界金融危機の影響から、ソロ

モン諸島の経済は立ち直った。この経済の回復の背景には、金と木材の輸出が好調であっ

たことが大きい。しかし、経済の好調が、MDG達成に結びついていないと IMFの報告書が
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指摘している185。 

ソロモン諸島の主要な輸出相手国は中国であり、輸出の約 50％を占めている。また、ニ

ュージーランド、オーストラリアが主要なドナーである。ソロモン諸島とこれらの 3 カ国

との関係がソロモン諸島に利益をもたらしてきたと分析されている186。 

図表 159 ソロモン諸島の輸出産品 

 

（出所）IMF(2011),Solomon Islands: 2011 Article IV Consultation, Third Review Under the Standby Credit 

Facility, and Request for Arrangement Under the Standby Credit Facility-Staff Report; Staff Supplements; 

Public Information Notice and Press Releases; and Statement by the Executive Director for Solomon 

Islands, IMF Country Report No. 11/359, p.6, http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2011/cr11359.pdf 

（2013/1/15 アクセス） 

 

(ii) 民族紛争 

1998 年、ガダルカナル島でのガダルカナル島民とマライタ島民による部族対立が発生し

た。2003 年 7 月に太平洋諸島フォーラムにより、オーストラリアを主体としたソロモン諸

島地域支援ミッション（Regional Assistance Mission to Solomon Islands：RAMSI）が派遣

                                                  
185 IMF(2011),Solomon Islands: 2011 Article IV Consultation, Third Review Under the Standby Credit 

Facility, and Request for Arrangement Under the Standby Credit Facility-Staff Report; Staff 
Supplements; Public Information Notice and Press Releases; and Statement by the Executive Director 
for Solomon Islands, IMF Country Report No. 11/359, pp.4-6. 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2011/cr11359.pdf （2013/1/15 アクセス） 

186 IMF(2011),Solomon Islands: 2011 Article IV Consultation, Third Review Under the Standby Credit 
Facility, and Request for Arrangement Under the Standby Credit Facility-Staff Report; Staff 
Supplements; Public Information Notice and Press Releases; and Statement by the Executive Director 
for Solomon Islands, IMF Country Report No. 11/359, p.7. 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2011/cr11359.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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され、状況は安定した187。この紛争の原因としては、首都ホニアラがあるガダルカナル島

とマライタ島の間の経済的な緊張が挙げられている。ガダルカナル島にはマライタ島出身

の労働者が多くいるとも指摘されているという188。 

実際に貧困層の分布では、マライタ島（33.5％）、マキラ島（15.3％）、ガダルカナル島

（12.8％）、ウェスタン島（11.8％）に集中しており189、ソロモン諸島においては地域間格

差が大きい。 

図表 160 ソロモン諸島の下層 30％世帯の分布（地域別）（再掲） 

 
（出所）UNDP(2010)Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.42 

http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(3) フィジー 

(i) 民族と政治状況 

フィジーは、先住民であるフィジー系住民とイギリス植民地時代に移住してきたインド

                                                  
187 外務省（2011）国別データガイドブック 2011 年度版, p.952  UNDP (2011) Explanatory note on 2011 

HDR composite indices VANUATU, p.3 
http://hdrstats.undp.org/images/explanations/VUT.pdf （2013/1/15 アクセス） （2013/1/15 アクセス） 

188 UNDP(2010) Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010.p.29 
http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 

189 UNDP(2010) Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.41 
http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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系住民からなる社会であるが、政治面ではフィジー系の優遇政策が採用されてきたことな

どを背景に、民族間の政治的対立が存在し、1970 年の独立以来数度のクーデターが発生し

ている。現在は英連邦及び太平洋諸島フォーラム（PIF）の参加資格を停止されている190。 

現在のフィジー政権は2006年のクーデター後により成立した政権であるが、ドナーとの

関係は緊張状態にあり、海外直接投資も落ち込んでいる。他方で、新興国のドナーはフィ

ジーに対する支援を継続させている。また、2009 年に予定されていた選挙は実施されてい

ない191。 

                                                  
190 外務省ウェブサイト参照。http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/fiji/data.html （2013/1/15 アクセス） 
191 IMF (2012) Republic of Fiji, 2011 Article IV Consultation, IMF Country Report No. 12/44, p.4 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2012/cr1244.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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VIII. 重点支援分野と貧困の関わり 

1. 環境保全 

(1) バヌアツ 

人口の 75％を超える人々が地方に居住し、自給自足もしくは商業のために農業を行って

いる。人口増加や大規模なプランテーションの開発、さらに土地の宅地や観光開発のため

の利用によって、焼畑農業を行う間隔が短くなってきており、持続可能な農業ではなくな

ってきている192。また、1997-1998 年のエルニーニョなど旱魃の時期には、山火事の発生

により、土壌が露呈し、その後の雨により土壌浸食が深刻になっている。こうした土壌浸

食が起きた地域は農業に適さなくなることから、耕地が一層減少し、さらに焼畑農業の間

隔が短縮されるという悪循環に陥っている193。 

 

(2) ソロモン諸島 

ソロモン諸島の多くの住民は地方に居住し、貨幣による生活必需品の購入はあるものの、

80％以上の人々が食料や住居、さらに薬まで自給自足している状況である。灌漑設備や機

械化や化学肥料の使用が進んでいないソロモン諸島では、天然の土地の肥沃さや水が、食

料の生産、すなわち人々の生活を支えている。また、森林が供給する木材といった建築物

資が、国の人口を支えている。独立以降 30年が過ぎたが、ソロモン諸島の人々は直接自然

に依存した生活を継続しており、豊かな自然により、人々は極度の貧困状況に陥っていな

いといえる。豊かな生態系に支えられたソロモン諸島の自給自足経済は、ソロモン諸島の

コプラ、ココア、パーム油、魚や木材の輸出の 2 倍以上の経済規模であるという評価もさ

れている。したがって、環境が悪化することは、経済や発展のための資本を損なうことと

同じことといえる194。 

 

                                                  
192 Vanuatu(2010)Millennium Development Goals 2010 Report for Vanuatu, p.66. 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Reports/Vanuatu/Van
uatu_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

193 ADB (2007) Regional: Mainstreaming Environmental Considerations in Economic and Development 
Planning Processes in Selected pacific Developing Member Countries, Project Number 38031, p.13 

http://www.sprep.org/att/IRC/eCOPIES/Countries/Vanuatu/71.pdf （2013/1/15 アクセス） 
194 Ministry of Environment Conservation Meteorology (2008)Solomon Islands State of 

Environment,pp.79-80. http://www.sprep.org/att/IRC/eCOPIES/Countries/Solomon_Islands/49.pdf 
（2013/1/15 アクセス） 
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図表 161 ソロモン諸島における所得の推計（2008 年） 

 

 

（出所）Ministry of Environment Conservation Meteorology (2008)Solomon Islands State of Environment, 

pp. 79-80, http://www.sprep.org/att/IRC/eCOPIES/Countries/Solomon_Islands/49.pdf （2013/1/15 アクセ

ス） 

 

(3) フィジー 

フィジーでは、傾斜地も多く、土地を覆う植物の減少や農業による土地の使用などが土

地の荒廃に結びつきやすい。1960 年代のサトウキビ栽培の拡大により、農地が傾斜地にも

拡大し、粗放な農法が土地の荒廃を招いた195。 

図表 162 主要河川の流域での土地の流出 

 

（出所）ADB (2005) Republic of the Fiji Islands, Country Environmental Analysis, p.8 

http://www.sprep.org/att/IRC/eCOPIES/Countries/Fiji/15.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

                                                  
195 NACSA (2008) Thematic Assessment, Land Degradation United nations Convention to Combat 

Desertification (UNCCD). pp.9-10 
http://www.sprep.org/att/irc/ecopies/countries/fiji/121.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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土地の荒廃が人々の生活に及ぼす影響は様々である。まず、自給自足生活者の生活への

影響が挙げられる。自給自足生活者が生活する地方とは、次の地図が占めすような経済成

長率がマイナスの場所である。自給自足の農法や牧畜は、土地に大きな負荷を与えるため、

その他の作物を栽培することが難しい。土地の荒廃により、自給自足生活者がさらに他の

土地に移動するということが生じている。 

図表 163 フィジーの経済成長率地図 

 
（出所）NACSA (2008) Thematic Assessment, Land Degradation United nations Convention to Combat 

Desertification (UNCCD). Appendix IX. 

http://www.sprep.org/att/irc/ecopies/countries/fiji/121.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

また、土地の荒廃による影響があるセクターとしては、農業や林業がある。農業と林業

は、フィジーにおける雇用を創出する主要な産業であるためである。土地の荒廃や旱魃に

よる生産性低下以外にも、農業従事者が地方での農業をやめて都市にでるという都市化の

原因ともなっている。林業においても、土地の荒廃が木材の成長に悪影響を与えることが
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指摘されている196。 

 

2. 防災／気候変動 

(1) バヌアツ 

バヌアツは火山帯に位置し、地震や火山の噴火、津波や土砂崩れなどの災害のリスクが

高い国である。1999 年に発生した地震とそれに伴う津波は約 2 万 3,000 人の人々に影響を

与え、2010 年に発生したポートビラ地震は、大きな災害であった。また、熱帯性サイクロ

ンの発生も頻繁なエリアであり、旱魃、洪水も発生しやすい。 

次の図表はバヌアツの自然災害数とそれによる影響をまとめた表である。サイクロンに

よる被害数が 23 件と最も大きく、次いで地震が 8 件、火山活動による災害が 5 件となって

いる。また、津波による被害では 100 名の死亡者数が記録されている。また、サイクロン

による経済的損失は、平均して 892 万 3,900 米ドルである。 

図表 164 バヌアツの自然災害数（1900-2012 年） 

# of Events Killed Total Affected Damage (000 US$)
Earthquake (seismic activity) Earthquake (ground shaking) 8 12 15105 -

ave. per event 1.5 1888.1 -
Tsunami 1 100 - -
ave. per event 100 - -

Flood General flood 2 - 3951 -
ave. per event - 1975.5 -

Mass movement wet Landslide 1 1 3000 -
ave. per event 1 3000 -

Storm Unspecified 2 32 - -
ave. per event 16 - -
Tropical cyclone 23 171 242573 205250
ave. per event 7.4 10546.7 8923.9

Volcano Volcanic eruption 5 - 18900 -
ave. per event - 3780 -  

（注）Created on:Dec-10-2012.   Data version:v12.07 

Events recorded in the CRED EM-DAT. First Event: Feb/1940, Last Entry: Jan/2011 

（出所）EM-DAT: The OFDA/CRED International Disaster Database, www.emdat.be - Université catholique 

de Louvain - Brussels – Belgium 

 

                                                  
196 NACSA (2008) Thematic Assessment, Land Degradation United nations Convention to Combat 

Desertification (UNCCD), pp.15-16, http://www.sprep.org/att/irc/ecopies/countries/fiji/121.pdf 
（2013/1/15 アクセス） 
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図表 165 バヌアツの自然災害による被災者数 

Disaster Date No Total Affected
Storm 16/01/1985 117500
Storm 25/02/2004 54008
Storm 7/02/1987 48000
Earthquake (seismic activity) 27/11/1999 14100
Storm 30/03/1993 12005
Volcano 12/2008 9000
Volcano 27/11/2005 5000
Storm 11/01/1988 4700
Volcano 8/06/2001 4500
Flood 21/12/2002 3001  

（注）Created on: Dec-10-2012. - Data version: v12.07 

（出所）EM-DAT: The OFDA/CRED International Disaster Database, www.em-dat.net - Université 

Catholique de Louvain - Brussels – Belgium 

 

(2) ソロモン諸島 

環太平洋山系に位置し、ソロモン諸島の環境は、地震、サイクロンといった自然災害や

気候変動にきわめて脆弱である。また、温度上昇による、海面上昇の影響を蒙りやすく、

海及び陸地の双方で生態系での大きな損失が発生すると予想されている。その他にも、淡

水の水源の問題や海岸部のコミュニティへの影響が指摘されている197。 

旱魃もソロモン諸島では深刻であり、2004 年の旱魃はテモツ（Temotu）地域における食

糧不足を招いている。 

次の図表はソロモン諸島における自然災害数とそれによる被災者数をまとめた表である。

これまで死亡数が最も多い災害はサイクロンであり、次いで津波による 314 名となってい

る。 

                                                  
197 UNDP, Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.100 

http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 166 ソロモン諸島における自然災害数（1900-2012 年） 

# of Events Killed Total Affected Damage (000 US$)
Drought Drought 2 - 380 -

ave. per event - 190 -
Earthquake (seismic activity) Earthquake (ground shaking) 3 35 2627 -

ave. per event 11.7 875.7 -
Tsunami 4 314 2384 -
ave. per event 78.5 596 -

Flood Flash Flood 1 - 4836 -
ave. per event - 4836 -
General Flood 2 23 23017 -
ave. per event 11.5 11508.5 -
Storm surge/coastal Flood 1 - - -
ave. per event - - -

Storm Unspecified 1 - - -
ave. per event - - -
Tropical cyclone 14 323 278475 20000
ave. per event 23.1 19891.1 1428.6

Volcano Volcanic eruption 1 - 6000 -
ave. per event - 6000 -  

（注）Created on: Dec-10-2012. - Data version: v12.07 

Events recorded in the CRED EM-DAT. First Event: Oct/1931, Last Entry: Feb/2012 

（出所）EM-DAT: The OFDA/CRED International Disaster Database, www.emdat.be - Université catholique 

de Louvain - Brussels - Belgium 

 

自然災害による経済的損失をみると、サイクロンの場合は平均 142 万 8,600 米ドルとな

っている。 
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図表 167 ホニアラから 400km 圏内を通過した熱帯性サイクロン数の推移 

 

（出所）Australian Bureau of Meteorology and Commonwealth Scientific and Industrial Research 

Organisation (2011) Climate change in the Pacific: scientific assessment and new research. Volume 2, 

p.206. http://www.cawcr.gov.au/projects/PCCSP/publications.html （2013/1/15 アクセス） 

 

(3) フィジー 

次の図表はフィジーにおける自然災害数とそれによる被災者数をまとめた表である。こ

れまで発生数が最も多い災害はサイクロンの 33件である。洪水の発生件数も多く、洪水全

体では、12 件発生している。経済的損失では、旱魃による被害額は 1,500 万米ドル、サイ

クロンでは平均して、1,224 万 5,000 米ドルの被害が発生している。 
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図表 168 フィジーの自然災害数（1900-2012 年） 

# of Events Killed Total Affected Damage (000 US$)
Drought Drought 2 - 294455 30000

ave. per event - 147227.5 15000
Earthquake (seismic activity) Earthquake (ground shaking) 2 - - -

ave. per event - - -
Flood Unspecified 3 30 233000 16500

ave. per event 10 77666.7 5500
Flash flood 2 5 600 7000
ave. per event 2.5 300 3500
General flood 6 32 31225 113747
ave. per event 5.3 5204.2 18957.8
Storm surge/coastal flood 1 4 - -
ave. per event 4 - -

Storm Unspecified 1 1 3369 25000
ave. per event 1 3369 25000
Tropical cyclone 33 511 823404 404086
ave. per event 15.5 24951.6 12245  

（注）Created on:Dec-10-2012.   Data version:v12.07 

Events recorded in the CRED EM-DAT. First Event: Oct/1931, Last Entry: Feb/2012 

（出所）EM-DAT: The OFDA/CRED International Disaster Database, www.emdat.be - Université catholique 

de Louvain - Brussels – Belgium  

 

図表 169 スヴァから 400km 圏内を通過した熱帯サイクロン数 

 

（出所）Australian Bureau of Meteorology and Commonwealth Scientific and Industrial Research 

Organisation (2011) Climate change in the Pacific: scientific assessment and new research. Volume 2, 

p.82. http://www.cawcr.gov.au/projects/PCCSP/publications.html （2013/1/15 アクセス） 
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第 1 次産業は、サイクロンや洪水、嵐などの自然災害に脆弱なセクターであるが、フィ

ジーの人口の大部分はこの第 1 次産業に従事している。第 1 次産業に従事する貧困層は、

災害によって引き起こされる所得への影響、さらに災害そのものによる影響に対処するこ

とが難しい状況にある198。 

また、低所得層の人々は地理的にも周辺部に居住している場合が多い。このような低所

得の人々には、安全な水へのアクセスがなく、衛生状況も悪いなかで生活し、さらに教育

程度が低いことが多い。また、貧しい人々は、災害が生じた際に、災害に迅速に対応し、

さらに回復していくために必要な資産を持たないことから、もともとの貧困状況をより悪

化させてしまうと考えられている199。 

 

3. 経済活動基盤の強化／ライフラインの確保 

(1) バヌアツ 

バヌアツは、サモアやトンガなど大洋州の他の国々と比較すると地理的に大きく広がっ

ていることもあり、規模の経済が働かず、また競争原理も働かないことから、インフラの

整備が困難である。具体的には、電気、通信、輸送コストが高く、衛生設備や水供給の設

備も不十分と指摘されている。道路や橋、港や空港の設備状況も不十分である200。 

                                                  
198 UNISDIR (2009) Relationship Between Natural Disasters and Poverty: A Fiji Case Study, SOPAC 

Miscellaneous Report 678, p.39 
http://unpan1.un.org/intradoc/groups/public/documents/apcity/unpan050360.pdf （2013/1/15 アクセス） 

199 UNISDIR (2009) Relationship Between Natural Disasters and Poverty: A Fiji Case Study, SOPAC 
Miscellaneous Report 678, p.40 
http://unpan1.un.org/intradoc/groups/public/documents/apcity/unpan050360.pdf （2013/1/15 アクセス） 

200 IMF(2007) Vanuatu: Selected Issues, Country Report No. 07/93, pp.4-5 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2007/cr0793.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 170 バヌアツ及び他の大洋州地域のインフラ状況 

 

（出所）IMF(2007) Vanuatu: Selected Issues, Country Report No. 07/93, p.5 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2007/cr0793.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(2) ソロモン諸島 

首都のホニアラにおける調理時の使用燃料については、首都ではガスも電気も両方とも

使用可能であるにもかかわらず、多くの世帯でたき火を調理に使っている。燃料の購入費

用がかかるため、ガスバーナーなどを使用せず、現在のところは購入しやすい薪を使って

いると考えられている。燃料や電気費用の上昇のために、薪を飼う傾向が強まっている
201。 

                                                  
201 Solomon Islands National Statistics Office and UNDP Pacific Centre (2008) Analysis of the 2005/05 

Household Income and Expenditure Survey, Final report on the estimation of basic needs poverty lines, 
and the incidence and characteristics of poverty in Solomon Islands, pp.35-36. 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/solomon%20report%20final%20LOW.pdf （2013/1/15
アクセス） 
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図表 171 ホニアラにおける調理時の燃料 

 

（出所）Solomon Islands National Statistics Office and UNDP Pacific Centre (2008) Analysis of the 2005/05 

Household Income and Expenditure Survey, Final report on the estimation of basic needs poverty lines, 

and the incidence and characteristics of poverty in Solomon Islands, p.35 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/solomon%20report%20final%20LOW.pdf （2013/1/15 ア

クセス） 

 

水のアクセスにおいては、世帯まで水道が敷設されている世帯は地方においては少なく、

水道がコミュニティ内まで、もしくはコミュニティの外までひかれている場合の方が多い。

さらに、水道以外では川や湖などからの水の使用の割合も多く、下位 30％の世帯において

顕著である（21.9％）。また雨水タンクの使用、公共の井戸も使用されている。 
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図表 172 地方の世帯の水へのアクセス（Chart 20:下層 30％、Chart 21：上位 30％） 

 

（出所）Solomon Islands National Statistics Office and UNDP Pacific Centre (2008) Analysis of the 2005/05 

Household Income and Expenditure Survey, Final report on the estimation of basic needs poverty lines, 

and the incidence and characteristics of poverty in Solomon Islands, p.36 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/solomon%20report%20final%20LOW.pdf （2013/1/15 ア

クセス） 

 

(3) フィジー 

安全な水飲料水のアクセスは、MDG の目標 7 のターゲットのひとつであり、2015 年ま

でに達成見込みであるとされている202。 

1986 年以降、フィジーにおいても都市及び地方において家庭に水道がひかれるようにな

り、2007 年時点で水道が引かれている家庭に住む子供の割合は 65％である。しかし、地方

と都市部の格差は依然として大きい。都市では 95％の都市の人口に普及しているが、地方

においては地方の人口の 37％にとどまっている203。 

                                                  
202 Fiji (2010) Millennium Development Goals, 2nd report, 1990-2009 Repot for the Fiji Islands, 

http://www.undp.org.fj/pdf/Millennium%20%20Development%20Goals.pdf （2013/1/15 アクセス） 
203 UNICEF(2011) Children in Fiji: 2011 An Atlas of Social Indicators, p.38, 

http://www.unicef.org/pacificislands/Fiji_Equity_Atlas_Web_version.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 173 子供の水へのアクセス（2007 年） 

 

（出所）UNICEF(2011) Children in Fiji: 2011 An Atlas of Social Indicators, p.38 

http://www.unicef.org/pacificislands/Fiji_Equity_Atlas_Web_version.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

4. 社会サービスの向上 

(1) バヌアツ 

(i) 教育 

バヌアツでは教育は義務ではないため、大洋州地域の中でもバヌアツの就学率と出席率

が低くなっている204。人口が広域に広がっているため、教育を提供しにくく、さらにコス

トも高めている。 

次の図表は、初等教育及び中等教育における子供の学校の出席率と母親の学歴と所得層

の関係を表した図である。教育を受けていない母親の子供の学校への出席率は 61％である

が、母親が初等教育を受けていた場合は81％、中等教育の場合は89％と高くなっている。

また、所得層でみると貧困層では73％であるが、富裕層では89％であり、母親の教育程度

と所得の程度が高いほど、子供の出席率が高いことがわかる205。 

                                                  
204 UNICEF (2012) Global Study on Child Poverty and Disparities, National Report Vanuatu, p.65 

http://www.unicef.org/pacificislands/Child_Poverty_web(1).pdf （2013/1/15 アクセス） 
205 UNICEF (2012) Global Study on Child Poverty and Disparities, National Report Vanuatu, p.66, 

http://www.unicef.org/pacificislands/Child_Poverty_web(1).pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 174 学校の出席率と母親の学歴及び所得層 

 

（出所）UNICEF (2012) Global Study on Child Poverty and Disparities, National Report Vanuatu, p.66, 

http://www.unicef.org/pacificislands/Child_Poverty_web(1).pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

初等教育の就学率を押し下げている理由としては、初等教育にかかる支出や教師の質、

学校の設備も関係すると考えられている。初等教育にかかる支出は子供一人あたり 41,076

バヌアツバツかかる。さらに教師は全ての教師が資格を持っているわけではない。公的な

有資格の教師数の割合は、2011 年は初等教育で 66％、中等教育では 63％である。 

図表 175 初等教育にかかる支出及び就学状況（2005 年、2006 年、2007 年） 

 
（出所）UNICEF (2012) Global Study on Child Poverty and Disparities, National Report Vanuatu, p.67  

http://www.unicef.org/pacificislands/Child_Poverty_web(1).pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 176 教師の資格取得状況 

 

（出所）Ministry of Education (2012) Annual Statistical Report 2010-2011, p.6 

http://www.vnso.gov.vu/images/stories/Releases/MoE_Stats_Digest2010-11.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(ii) 保健 

保健分野においても、広範囲に散らばる多数の島から構成されるバヌアツの地理的状況

のために、資源の配分や保健設備やサービスの提供が難しい。 

三次医療の多くをバヌアツ国内では受けることができないため、第三次医療を必要とす

る患者はオーストラリアやニュージーランドに搬送されている。2005 年から 2008 年にか

けての 3 年間に、計 12 名の患者がビラ中央病院（Vila Central Hospital）から搬送されたが、

2009 年までの 1 年間の間には 12 名が搬送された。これらの費用は政府及びドナーからの

支援により賄われている206。 

                                                  
206 WHO(2012) Health Service Delivery Profile, p.5 

http://www.wpro.who.int/health_services/service_delivery_profile_vanuatu.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 177 バヌアツの州別医療施設数（2009 年） 

 

（出所）WHO(2012) Health Service Delivery Profile, p.4 

http://www.wpro.who.int/health_services/service_delivery_profile_vanuatu.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

バヌアツの保健医療専門職に関する統計は不十分であり、正確な分析を行うことは困難

であるが、保健医療専門職の人数及びスキルの双方の点から人材不足である。またシェフ

ァ（Shefa）およびサンマ（Sanma）には、総合病院があることから、他の地域とバランス

を欠くほど医師数が多くなっている207。 

                                                  
207 WHO(2012) Health Service Delivery Profile, p.6 

http://www.wpro.who.int/health_services/service_delivery_profile_vanuatu.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 178 人口 1,000 人あたりの保健医療専門職数 

 

（出所）WHO(2012) Health Service Delivery Profile, p.6,  

http://www.wpro.who.int/health_services/service_delivery_profile_vanuatu.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

(2) ソロモン諸島 

(i) 教育 

ホニアラの世帯主の学歴を見ると、消費十分位の下位 30％の世帯では初等教育のみの割

合が、44.5%である一方、上位 30％の世帯は 9.4％のみである。中等教育では大きな差は

ないが、中等教育以降は上位 30％の世帯では 48.5％、下位 30％の世帯では 14.6%であり、

大きな差が出ている。 
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図表 179 ホニアラの世帯主の学歴 

 

（出所）Solomon Islands National Statistics Office and UNDP Pacific Centre (2008) Analysis of the 2005/05 

Household Income and Expenditure Survey, Final report on the estimation of basic needs poverty lines, 

and the incidence and characteristics of poverty in Solomon Islands, p.34 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/solomon%20report%20final%20LOW.pdf （2013/1/15 ア

クセス） 

 

地方の世帯主の学歴をみてみると、消費十分位の上位30％の世帯、下位30％の世帯であ

るかにかかわらずおよそ 52％の世帯主が初等教育のみである。中等教育については、地方

の上位 30％の世帯の 27.8％が中等教育を修了しているが、下位 30％の世帯では 20.8％と

差が生じ、中等教育以降では、地方の下位 30％の世帯は 3.9％、上位 30％の世帯は 11.6％

であり、世帯の消費額が教育の達成状況と関係があることがわかる。また、地方は首都に

比べて、特に中等教育以降の教育において恵まれていない208。 

 

                                                  
208 Solomon Islands National Statistics Office and UNDP Pacific Centre (2008) Analysis of the 2005/05 

Household Income and Expenditure Survey, Final report on the estimation of basic needs poverty lines, 
and the incidence and characteristics of poverty in Solomon Islands, pp.34-35. 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/solomon%20report%20final%20LOW.pdf （2013/1/15
アクセス） 
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図表 180 地方の世帯主の学歴（下位 30％） 

 

（出所）Solomon Islands National Statistics Office and UNDP Pacific Centre (2008) Analysis of the 2005/05 

Household Income and Expenditure Survey, Final report on the estimation of basic needs poverty lines, 

and the incidence and characteristics of poverty in Solomon Islands, p.35 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/solomon%20report%20final%20LOW.pdf （2013/1/15 ア

クセス） 
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図表 181 地方の世帯主の学歴(上位 30％) 

 

（出所） Solomon Islands National Statistics Office and UNDP Pacific Centre (2008) Analysis of the 

2005/05 Household Income and Expenditure Survey, Final report on the estimation of basic needs 

poverty lines, and the incidence and characteristics of poverty in Solomon Islands, p.35 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/solomon%20report%20final%20LOW.pdf （2013/1/15 ア

クセス） 

 

(ii) 保健 

広範囲に散らばる島嶼国においては、移送の費用もかかるため保健サービスの提供が困

難である。主要な病気としては、子供の主要な死因であるマラリアが挙げられる209。さら

に HIV/AIDS も含めた性感染症や成人病の増加が、各世帯の家計及び政府予算を圧迫する

可能性がある210。ソロモン諸島の HIV/AIDS の罹患率は約 0.002％とされているが、データ

                                                  
209 UNDP, Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.90. 

http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 
210 Solomon Islands National Statistics Office and UNDP Pacific Centre (2008) Analysis of the 2005/05 

Household Income and Expenditure Survey, Final report on the estimation of basic needs poverty lines, 
and the incidence and characteristics of poverty in Solomon Islands, p.7 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/solomon%20report%20final%20LOW.pdf （2013/1/15
アクセス） 
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を算出するにあたっての報告が不十分と考えられている211。 

図表 182 ソロモン諸島における HIV 罹患者数及び AIDS による死亡者数 

 

（出所） UNDP, Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.92 

http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

図表 183 性感染症または症状のある 15-49 歳の男女が医療を求める割合 

 

（出所）Solomon Statics Office (2008) Solomon Islands Demographic and Health Survey 2006-2007,p.248 

http://www.spc.int/prism/country/sb/stats/Censuses%20and%20Surveys/DHS.htm （2013/1/15 アクセス） 

 

                                                  
211 UNDP, Millennium Development Goals Report for Solomon Islands 2010, p.91 

http://www.undp.org.fj/pdf/Final_SI_MDG.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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マラリアの症状は発熱であるため、マラリア治療の際には発熱した時期、さらに治療を

受けたタイミングが問題となる。発熱があった子供のうち、抗マラリア薬を服用した子供

の割合は、都市部及び地方においてほぼ同様であるが、都市部に住む子供のほうが地方よ

りも抗マラリア薬を服用していない。これは、地方の子供のほうが、確かな診断がなくと

も抗マラリア薬を服用するからであり、地方では顕微鏡による検査が広く実施されていな

いということに起因すると考えられる212。 

図表 184 子供の発熱に対するマラリアの措置 

 

（出所）Solomon Statics Office (2008) Solomon Islands Demographic and Health Survey 2006-2007,p.216 

http://www.spc.int/prism/country/sb/stats/Censuses%20and%20Surveys/DHS.htm （2013/1/15 アクセス） 

                                                  
212 Solomon Statics Office (2008) Solomon Islands Demographic and Health Survey 2006-2007,p.217 

http://www.spc.int/prism/country/sb/stats/Censuses%20and%20Surveys/DHS.htm （2013/1/15 アクセ

ス） 
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(3) フィジー 

(i) 保健 

島嶼国であるフィジーでは保健サービスの提供が地域によって異なり、大きな都市では

設備の整った病院があるが、遠隔地域になるとより基本的なサービスの提供にとどまる。

こうした状況に対し、可能な限り、フィジー政府は緊急事態においては、患者を飛行機に

よって移送している。看護師や医師、その他医療関係者が海外に移民することも多く、特

に地方における保健セクターの質は大幅に悪化した。統計による保健医療従事者の数など

からは、フィジーにおける保健セクターの問題を十分に読み取ることができない。遠隔地

においては、看護師のネットワークなどもあるが、交通手段も限られ、道路の状況もよく

ない場合は医療施設に住民がたどり着くことは難しい213。 

次の図表はフィジーにおける保健医療施設数を示している。総数でみると 41 から 56 に

上る保健医療施設が設置されている。多くの島々で構成される東部地域（Eastern）には病

院数が少なくなっている。 

図表 185 フィジーにおける国の保健医療施設 

 

（出所）Ministry of Health (2011) Annual Report 2010. p.12 

http://health.gov.fj/files/reports/Annual%20Report%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

フィジーでは給与所得が高い人々を除いて保険をかけることができる人はほとんどいな

い214。1996年の報告書では、特に世帯における家計の稼ぎ手が死亡、または働くことがで

きなくなった場合など、慢性病が貧困に与える影響が示された。さらに、2003 年から

2004 年に貧困状況にあった 35％の人々の間で病気になる確率が増加している。政府は、

                                                  
213 Government of Fiji (2007) A Situation Analysis of Children, Youth and Women, p.22 

http://www.unicef.org/pacificislands/Fiji_SitAn.pdf （2013/1/15 アクセス） 
214 Government of Fiji (2007) A Situation Analysis of Children, Youth and Women, p.22 

http://www.unicef.org/pacificislands/Fiji_SitAn.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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人々により健康的な食物を摂取し、生活様式をとるように啓蒙している。 

2009 年の死因では循環器系の病気による死亡が 40.52％、内分泌・栄養・メタボリック

関係の病気による死亡が 18%である。 

図表 186 フィジーにおける死因の割合（2009 年） 

 
（出所）Fiji Islands Bureau of Statistics-Key Statistics: December 2010 

http://www.statsfiji.gov.fj/Key%20Stats/Population/1.18%20mortality&morbidity%202009.pdf （2013/1/15

アクセス） 
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図表 187 フィジーにおける疾病の割合（2009 年） 

 

（出所）Fiji Islands Bureau of Statistics-Key Statistics: December 2010 

http://www.statsfiji.gov.fj/Key%20Stats/Population/1.18%20mortality&morbidity%202009.pdf （2013/1/15

アクセス） 

 

(ii) 教育 

フィジーにおいては、通学に際して多く子供が長距離を歩かなければならず、約3分の1

の子供が 3 キロメートル以上を歩いて毎日通学している。さらに遠隔地では、平日に寄宿

生活を送る子供も多いが、貧しいコミュニティにおいては、子供の食費や寄宿施設に預け

る費用を出すことは困難である215。 

                                                  
215 Government of Fiji (2007) A Situation Analysis of Children, Youth and Women, p.40 

http://www.unicef.org/pacificislands/Fiji_SitAn.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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図表 188 教育へのアクセス（1999 年） 

 

（出所） Government of Fiji (2007) A Situation Analysis of Children, Youth and Women, p.40 

http://www.unicef.org/pacificislands/Fiji_SitAn.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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Federated States of Micronesia Status Report 2010 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Rep

orts/Micronesia/FSM_MDG%202010.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Federated States of Micronesia (2004) A Situation Analysis of Children, Women and 

Youth 

http://www.unicef.org/pacificislands/FSM_Situation_Analysis_Report.pdf（2013/1/15 ア

クセス） 

 

・ Federated States of Micronesia, Strategic Development Plan （2004-2023） Vol. I 

Policies and Strategies for Development 

http://www.sprep.org/att/IRC/eCOPIES/Countries/FSM/21.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ UNDP (2008) Analysis of the 2005 Household Income And Expenditure Survey 

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/FSM.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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■マーシャル 

・ Marshall islands, Millennium Development Goals Progress Report 2009 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Rep

orts/Marshall%20Islands/Marshall%20Islands%20MDG%20Report%202009.pdf 

（2013/1/15 アクセス） 

 

・ Republic of Marshall Islands (2005) Statistical Yearbook 2004 

http://www.spc.int/prism/country/mh/stats/Publications/pub-new.htm （2013/1/15 アクセ

ス） 

 

・ Republic of the Marshall Islands(2005) Millennium Development Goals National 

Progress Report 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Rep

orts/Marshall%20Islands/Marshall_Islands_MDG_2005.eng.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Republic of the Marshall Islands(2003) A Situation Analysis of Children, Youth and  

Women, http://www.unicef.org/pacificislands/RMI_SITAN(1).pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Republic of the Marshall Islands (2001) The Strategic Development Plan Framework 

2003-2018, http://rmigovernment.org/files/roadmap/vision2018.pdf （2013/1/15 アクセ

ス） 

 

・ SPC (2012) Stocktake of the Gender Mainstreaming Capacity of Pacific Island 

Governments, Republic of the Marshall Islands  

 

・ Republic of the Marshall Islands, 2001, Vision 2018, The Strategic Development Plan 

Framework 2003-2018, http://rmigovernment.org/files/roadmap/vision2018.pdf  

（2013/1/15 アクセス） 
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■パラオ 

・ Republic of Palau (2008) The Millennium Development Goals: Initial Status Report 

http://www.undp.org/content/dam/undp/library/MDG/english/MDG%20Country%20Rep

orts/Palau/Palau_MDG_Report_2008.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Government of Palau (2008) A Situation Analysis of Children, Youth and Women 

http://www.unicef.org/pacificislands/Palau_Sitan_compressed.pdf （2013/1/15 アクセ

ス） 

 

・ Palau Office of Planning and Statistics and UNDP pacific Centre (2008) Analysis of the 

2006 Household Income and Expenditure Survey  

http://www.undppc.org.fj/_resources/article/files/UNDPPC%20Palau%20Report.pdf 

 

・ Republic of Palau, SPC (2009) Joint Country Strategy 2009-2013 

http://www.spc.int/sppu/images/JCS/palau%20country%20strategy%20low%20res_10

_12_09.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ UNDP, Explanatory note on 2011 HDR composite indices Palau,  

http://hdrstats.undp.org/images/explanations/PLW.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

■クック諸島 

・ Cook Islands (2009) National Millennium Development Goals Report 

http://www.undp.org.ws/Portals/12/News%20Room/Publications/MDG%20Report/MDG

%202010-CKI.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Cook Islands, Living the Cook Islands Vision-A 2020 Challenge, National Sustainable 

Development Plan (2007-2010) 

http://www.spc.int/prism/country/ck/stats/NewsEvents/Te%20Kaveinga%20Nui%20NS

DP.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Cook Islands (2006) Cook islands Population Census 2006 

http://www.stats.gov.ck/Statistics/CensusSurveys/census06/COOKISLANDS%20CENS

US%20REPORT2006.pdf （2013/1/15 アクセス） 
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・ Government of the Cook Islands (2004) A Situation Analysis of Children, Youth & 

Women, http://www.unicef.org/pacificislands/COOK_ISLANDS_Sitan.pdf （2013/1/15

アクセス） 

 

・ Cook Islands, Te Kaveinga Nui, National Sustainable Development Plan 2011-2015 

http://www.cook-islands.gov.ck/docs/nsdp_2011-2015.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Cook Islands, Te Kaveinga Nui （Pathway for Sustainable Development in the Cook 

Islands） Living the Cook Islands Vision-A 2020 Challenge, National Sustainable 

Development Plan (2007-2010) 

http://www.spc.int/prism/country/ck/stats/NewsEvents/Te%20Kaveinga%20Nui%20NS

DP.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

■ニウエ 

・ Niue (2009) Niue National Strategic Plan 2009-2013 

http://www.sprep.org/att/irc/ecopies/countries/niue/40.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Niue (2006) Millennium Development Goals Report 2007 

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Niue/Niue%20MDG%202007.pdf （ 2013/1/15

アクセス） 

 

・ Government of Niue (2004) Situation Analysis of Children, Women and Youth 

http://www.unicef.org/pacificislands/Niue_Sitan_Report_Latest_pdf.pdf （2013/1/15 ア

クセス） 

 

・ Government of Niue (2004) Poverty in Niue, The Analysis. 

http://www.spc.int/prism/Country/NU/stats/Reports/Poverty/Poverty.htm （2013/1/15 ア

クセス） 

 

■ナウル 

・ Nauru (2012) MDG Assessment Report 1990-2011  

http://www.undp.org.fj/images/stories/2012/nauru_mdg_report_final%28web%29.pdf 

（2013/1/15 アクセス） 

 

・ SPC (2009) Republic of Nauru Demographic and Health Survey 2007 

http://www.spc.int/prism/country/nr/stats/Publication/pub.htm （2013/1/15 アクセス） 
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・ Nauru (2005) National Sustainable Development Strategy 2005-2025 (Revised in 2009) 

http://www.sprep.org/att/IRC/eCOPIES/Countries/Nauru/44.pdf （2013/1/15 アクセス） 

 

・ Nauru(2005) Situation Analysis of Children, Women and Youth 

http://www.unicef.org/pacificislands/Nauru_Sitan_Report_Latest_pdf.pdf（2013/1/15 ア

クセス） 
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添付 2. 主要な情報源リスト 

■大洋州 

大洋州地域機関 

・ 太平洋諸島フォーラム（PIF） http://www.forumsec.org/ 

・ 太平洋共同体（SPC）http://www.spc.int/ 

・ 太平洋地域環境計画事務所 http://www.sprep.org/ 

・ メラネシア先鋒グループ http://www.msgsec.info/ 

 

国際機関 

・ UNDP http://www.undppc.org.fj/ 

・ WHO Global Infobase 

http://www.who.int/nmh/en/  

・ 世界銀行 http://www.worldbank.org/en/country/pacificislands 

 

貧困データ 

・ 国連公式 MDG データ http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx 

・ Centre for Research on the Epidemiology of Disasters （CRED）国際災害データデータ

ベース http://www.emdat.be 

・ JICA 研究所 https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html 

 

■バヌアツ 

バヌアツ国官庁 

・ バヌアツ政府 http://www.governmentofvanuatu.gov.vu/ 

・ バヌアツ政府統計局 http://www.vnso.gov.vu/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB） バヌアツ国 

http://www.adb.org/countries/vanuatu/main 

・ WHO バヌアツ http://www.wpro.who.int/countries/vut/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/vanuatu  

・ UNDP人間開発指 バヌアツ国 http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/VUT.html 
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■ソロモン諸島 

ソロモン諸島国官庁 

・ ソロモン諸島首相府 http://www.pmc.gov.sb/ 

・ ソロモン諸島財務省 http://www.mof.gov.sb/ 

・ ソロモン諸島統計局 http://www.spc.int/prism/country/sb/stats/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB） ソロモン諸島 

http://www.adb.org/countries/vanuatu/main 

・ WHO ソロモン諸島 http://www.wpro.who.int/countries/slb/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/solomon-islands 

・ UNDP 人間開発指 ソロモン諸島 

 http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/SLB.html 

 

■フィジー 

フィジー官庁 

・ フィジー政府 http://www.fiji.gov.fj/ 

・ フィジー外務・国際協力省 http://www.foreignaffairs.gov.fj/ 

・ フィジー環境省 http://www.environment.gov.fj/ 

・ フィジー開発銀行 http://www.fdb.com.fj/ 

・ フィジー統計局 http://www.statsfiji.gov.fj/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）フィジー http://www.adb.org/countries/fiji/main 

・ WHO フィジー http://www.wpro.who.int/countries/fji/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/fiji 

・ UNDP 人間開発指 フィジー http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/FJI.html 
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■サモア 

サモア国官庁 

・ 政府 http://www.govt.ws/ 

・ 財務省 http://www.mof.gov.ws/ 

・ 統計局 http://www.sbs.gov.ws/ 

・ 中央銀行 http://www.cbs.gov.ws/ 

 

国際機関 

・ 国連開発グループ 国別チーム サモア 

http://www.undg.org/unct.cfm?module=CoordinationProfile&page=Country&CountryID

=SAM 

・ UNDP Multicounty Office - Samoa http://www.undp.org.ws/ 

・ アジア開発銀行 サモア国 http://beta.adb.org/countries/samoa/main 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/samoa 

・ UNDP 人間開発指標 サモア独立国 

 http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/WSM.html 

 

■トンガ 

トンガ官庁 

・ トンガ政府 http://www.pmo.gov.to/ 

・ トンガ財務計画省 http://www.finance.gov.to/ 

・ トンガ統計 http://www.spc.int/prism/tonga/ 

・ トンガ中央銀行 http://www.reservebank.to/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）トンガ http://www.adb.org/countries/tonga/main 

・ WHO トンガ http://www.wpro.who.int/countries/fji/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/tonga 

・ UNDP 人間開発指数 トンガ http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/TON.html 
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■キリバス 

キリバス官庁 

・ キリバス財政経済開発省： http://www.mfed.gov.ki/ 

・ キリバス観光省： http://www.kiribatitourism.gov.ki/ 

・ キリバス統計局 http://www.spc.int/prism/Country/KI/Stats/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）キリバス http://www.adb.org/countries/kiribati/main 

・ WHO キリバス http://www.wpro.who.int/countries/kir/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/kiribati  

・ UNDP 人間開発指数 キリバス http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/KIR.html 

 

■ツバル 

ツバル官庁  

・ ツバル政府 http://www.tuvaluislands.com/gov_addresses.htm 

・ ツバル統計局 http://www.spc.int/prism/tuvalu/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）ツバル http://www.adb.org/countries/tuvalu/main 

・ WHO ツバル http://www.wpro.who.int/countries/tuv/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/tuvalu 

・ UNDP 人間開発指 ツバル http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/TUV.html 
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■ミクロネシア 

・ ミクロネシア政府 http://www.fsmgov.org/ 

・ ミクロネシア外務省 http://www.fsmgov.org/ovmis.html 

・ 統計局 http://www.sboc.fm/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）ミクロネシア  

http://www.adb.org/countries/micronesia/main 

・ WHO ミクロネシア http://www.wpro.who.int/countries/fsm/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/micronesia-federated-states 

・ UNDP 人間開発指 ミクロネシア 

 http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/FSM.html 

 

■マーシャル諸島 

マーシャル諸島官庁 

・ マーシャル諸島大統領府 http://www.rmigovernment.org/index.jsp 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）マーシャル諸島 

http://www.adb.org/countries/marshall-islands/main 

・ WHO マーシャル諸島 http://www.wpro.who.int/countries/mhl/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/marshall-islands 

・ UNDP 人間開発指 マーシャル諸島  

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/MHL.html 

 

 



 

 186

■パラオ 

パラオ官庁 

・ パラオ政府 http://www.palaugov.net/ 

・ パラオ国際開発銀行 http://www.ndbp.com/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）パラオ http://www.adb.org/countries/palau/main 

・ WHO パラオ http://www.wpro.who.int/countries/plw/en/index.html 

 

貧困データ 

・ 世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/palau 

・ UNDP 人間開発指 パラオ http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/PLW.html 

 

■クック諸島 

フィジー官庁 

・ クック諸島政府 http://www.cook-islands.gov.ck/ 

・ クック諸島首相府 http://www.pmoffice.gov.ck/ 

・ クック諸島統計局 http://www.stats.gov.ck/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）クック諸島 http://www.adb.org/countries/cook-islands/main 

・ WHO クック諸島 http://www.wpro.who.int/countries/cok/en/index.html 

 

■ニウエ 

フィジー官庁 

・ ニウエ政府 http://www.gov.nu/wb/  

・ ニウエ統計局 http://www.spc.int/prism/Country/NU/stats/ 

 

国際機関 

・ WHO ニウエ http://www.wpro.who.int/countries/niu/en/index.html 

・ SPREP ニウエ 

http://www.sprep.org/Niue/pein-country-profile-and-virtual-environment-library 

 

貧困データ 

・ UNDP 人間開発指 ニウエ http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/FJI.html 
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■ナウル 

ナウル官庁 

・ ナウル政府 http://www.naurugov.nr/ 

 

国際機関 

・ アジア開発銀行（ADB）ナウル http://www.adb.org/countries/nauru/main 

・ WHO ナウル http://www.wpro.who.int/countries/nru/en/index.html 
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